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は　じ　め　に

   この年報は、生駒市消防の現況と消防諸般の実績を収録し、消防行政の運営上の

指針として役立たせ、将来の参考に資するとともに、当消防本部の消防事情を紹介す

るため編集しました。

　 なお、収録の統計資料は、原則として暦年をもって表し、予算及びその他の統計を

会計年度で取りまとめました。



１ お互いに助けあい、安心して暮らせるやさしいまちをつくりましょう。

１ 人権を尊重し、心のかよいあうあたたかいまちをつくりましょう。

１ スポーツに親しみ、健康で活力のあるまちをつくりましょう。

１ 知恵を出しあい、世界にはばたく文化のまちをつくりましょう。

　生駒山の豊かな緑に育まれ、自然と歴史と文化が調和しながら発展しつづける生駒

市。わたしたちは、ここに住むことへ愛着と誇りをもって、みんなの夢がかなうまちをき

ずくために、市民の憲章を定めます。

１ 自然を愛し、人と自然が共生する美しいまちをつくりましょう。

市民憲章
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１　位置と地勢

生駒市の概要

本市は、奈良県の北西端に位置し、大阪府、京都府と接し、総面積は ５３．１５k㎡、東西約
８．０㎞、南北約１５．０㎞と南北に細長い形状で、西に主峰生駒山を擁する生駒山地が南北に
走り、東に矢田 ・西の京丘陵が併走し、中央には大和川流域の竜田川が南流する、いわゆる
「生駒谷」を形成している。

生駒山地は、日本で数少ない傾動地塊で西方大阪側に急な断層崖をむけ、反対の生駒側は
緩やかな斜面となっているため、山の中腹に至るまで市街地が形成されています。
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２　歴　史

３　産業・工業

４　文化・観光

　 標高６４２ｍの山頂からは、大阪平野や奈良盆地をはじめ、遠くは六甲山や
比叡山まで見渡すことができ、特に夜景は美しいことで知られています。また、
山頂には遊園地があり、生駒山から信貴山まではドライブウェイが通じていま
す。

くろんど池 市の最北端に位置し、周囲には旅館、売店のほか貸しボート、キャンプ場な
どがあり、池をめぐるハイキングコースが整備され、行楽シーズンには家族連
れなど多くの人でにぎわっています。

その他

宝山寺 生駒山の中腹に位置し、もともとは修験道の行場として役行者により開かれ
た寺で、本尊は不動明王だが、参拝者の信仰を集めるのは 「 聖天さん 」 の名
で親しまれる歓喜天で、商売繁盛の神様として１日と１６日の縁日は、特におお
ぜいの人でにぎわい、境内には獅子閣など重要文化財も多くあります。

本市の歴史は古く、奈良時代には暗峠の道が万葉集に歌われ、遣唐使もこの峠を越えるなど
交通の要衝であり、室町時代には市内北部の領主鷹山氏の次男宗砌が茶筌を考案し、今日ま
で伝統的工芸品「高山茶筌」としてその技術が伝承されています。

明治時代までは穏やかな農村でありましたが、大正３年に生駒トンネルが貫通し、大阪と奈良
を結ぶ電車が開通し、同７年には日本最初のケーブルカーが生駒駅と宝山寺の間に開通し、生
駒の発展の礎となりました。

戦後は昭和３０年に南生駒村を、同３２年に北倭村を合併し、現在の市域となり、 阪奈道路の
開通や緑の多い自然環境、大阪市内へ電車で２０分という利便性があいまって急激に人口が増
加、昭和４６年に市制を施行し、その後も昭和６１年に近鉄東大阪線が開通、平成２年には人口
１０万人を突破し、奈良県で３番目の人口規模の都市となりました。

平成５年には、関西文化学術研究都市・高山地区に奈良先端科学技術大学院大学が開校
し、平成９年４月には第２阪奈道路が開通、さらに平成１８年 ３月に近鉄東大阪線の延長として
けいはんな線が開通し、奈良県北部地域と大阪都心部の交通輸送の充実が図られ、令和３年
には市制５０年、消防本部発足５５周年を経てますますの飛躍が期待されるまちとなっていま
す。

伝統産業として、高山町は昭和５０年に伝統的工芸品の指定を受けた全国唯一の「高山茶
筌」としてその名を知られ、全国のほとんどを生産しています。また、茶筌以外にも編針などの竹
製品も多く生産されています。

生駒山

室町時代から５００年の伝統を誇り、全国唯一の茶筌の里として知らる高山
や、万葉集や芭蕉の句にも詠まれた暗峠、長弓寺など見どころが多くあります。

- 2 -



５　人口の変遷

大正 6年 2,167 11,713 5,980 5,733 5,567 3,310 2,836 223 5.4

9 2,549 12,239 6,076 6,163 5,317 3,912 3,010 233 4.8

14 2,743 12,995 6,418 6,577 5,365 4,698 2,932 247 4.7

昭和 5年 2,928 14,112 6,918 7,194 5,306 5,431 3,175 268 4.8

10 3,031 14,833 7,125 7,708 5,780 5,853 3,200 282 4.9

15 3,097 15,529 7,418 8,111 5,960 6,173 3,396 295 5

22 4,809 21,702 10,167 11,535 7,143 9,903 4,656 413 4.5

25 4,502 21,129 10,024 11,105 6,951 9,523 4,655 402 4.7

30 4,600 21,649 10,402 11,247 6,812 412 4.7

35 5,110 23,138 11,224 11,914 6,605 12,118 4,415 440 4.5

40 6,821 28,511 13,693 14,818 6,723 17,164 4,624 542 4.2

45 8,910 35,074 17,056 18,018 7,161 22,478 5,435 667 3.9

50 12,979 48,140 23,552 24,588 7,939 32,747 7,454 916 3.7

55 20,812 69,924 34,103 35,821 19,749 39,799 10,376 1,330 3.4

59 24,761 83,019 40,312 42,707 25,121 43,209 14,689 1,579 3.4

60 25,584 85,494 41,366 44,128 26,234 43,719 15,541 1,626 3.3

61 26,486 88,016 42,609 45,407 27,114 44,675 16,227 1,674 3.3

62 27,525 91,081 44,140 46,941 28,316 45,471 17,294 1,732 3.3

63 28,520 93,906 45,511 48,395 29,865 46,108 17,933 1,786 3.3

平成元年 29,817 97,555 47,308 50,247 31,649 47,467 18,439 1,834 3.3

2 30,783 99,476 48,213 51,263 32,819 48,032 18,625 1,871 3.2

3 31,606 100,808 48,872 51,936 33,268 48,804 18,736 1,896 3.2

4 32,408 102,132 49,495 52,637 33,683 49,291 19,158 1,920 3.1

5 33,132 103,274 49,959 53,315 34,249 49,413 19,612 1,942 3.1

6 33,960 104,624 50,615 54,009 35,104 49,605 19,915 1,967 3.1

7 35,139 106,915 51,765 55,150 35,772 50,755 20,388 2,010 3

8 36,328 109,194 52,951 56,243 36,137 51,578 21,479 2,053 3

9 37,660 111,727 54,162 57,565 36,406 52,873 22,448 2,101 3

10 38,425 112,860 54,691 58,169 36,511 53,360 22,989 2,122 2.9

11 39,001 113,464 54,845 58,619 36,256 53,879 23,329 2,134 2.9

12 39,682 113,992 54,981 59,011 36,216 54,247 23,529 2,144 2.9

13 40,368 114,372 55,063 59,309 36,198 54,413 23,761 2,151 2.8

14 40,628 114,257 54,924 59,333 36,089 54,305 23,863 2,148 2.8

15 40,798 113,999 54,675 59,324 35,884 54,159 23,956 2,144 2.8

16 41,272 114,140 54,688 59,452 2,146 2.8

17 42,054 115,064 55,077 59,987 2,164 2.7

18 42,855 115,740 55,425 60,315 2,176 2.7

19 43,605 116,488 55,692 60,796 2,190 2.7

20 44,377 117,321 56,103 61,218 2,206 2.6

21 45,330 118,343 56,704 61,639 2,225 2.7

22 45,960 118,783 56,886 61,897 2,234 2.6

23 46,704 119,611 57,138 62,473 2,249 2.6

24 47,766 121,105 57,824 63,281 2,277 2.5

25 48,315 121,331 57,848 63,483 2,281 2.5

26 48,671 121,057 57,684 63,373 2,276 2.4

27 49,058 121,048 57,708 63,340 2,277 2.4

28 49,484 120,870 57,630 63,240 2,274 2.4

29 49,863 120,636 57,406 63,230 2,270 2.4

30 50,061 120,118 57,173 62,945 2,260 2.4

令和元年 50,355 119,493 56,844 62,649 2,248 2.4

2 50,753 119,011 56,598 62,413 2,239 2.3

3 51,086 118,532 56,336 62,196 2,230 2.3

4 51,361 117,994 56,053 61,941 2,220 2.3

5 51,499 117,257 55,715 61,542 2,206 2.3

6 51,820 116,617 55,364 61,253 2,194 2.3

7 52,239 116,181 55,074 61,107 2,185 2.2

注 1）大正 6年の世帯数及び人口は、各年12月31日現在の住民登録者数による。

注 2）大正 9年から昭和40年までの世帯数及び人口は、各年10月 1日現在の国勢調査による。

注 3）昭和41年から令和6年までの世帯数及び人口は、各年10月 1日現在の住民登録者数による。

（　廃　　　　　　　　　目　）

（　廃　　　　　　　　　目　）

（　廃　　　　　　　　　目　）

（　廃　　　　　　　　　目　）

（　廃　　　　　　　　　目　）

（　廃　　　　　　　　　目　）

（　廃　　　　　　　　　目　）

（　廃　　　　　　　　　目　）

（　廃　　　　　　　　　目　）

１世帯
当たりの
人　口

（　廃　　　　　　　　　目　）

（　廃　　　　　　　　　目　）

（　廃　　　　　　　　　目　）

（　廃　　　　　　　　　目　）

旧北倭村

（　廃　　　　　　　　　目　）

（　廃　　　　　　　　　目　）

（　廃　　　　　　　　　目　）

（　廃　　　　　　　　　目　）

１k㎡
当たりの
人口密度

（　廃　　　　　　　　　目　）

14,837

（　廃　　　　　　　　　目　）

（　廃　　　　　　　　　目　）

旧生駒町

（　廃　　　　　　　　　目　）

（　廃　　　　　　　　　目　）

 年　　　次 世 帯 数 人　　口

人口の内訳

男 女 旧南生駒町
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１　消防本部の沿革

　

昭和５４年  　１月 小型動力ポンプ付積載車、消防署東分署に配備

　 　２月 消防救急指令装置導入、通信指令室に配置

 １１月 生駒ライオンズクラブから赤バイ（ヤマハ１２５㏄）１台、単車（ヤマハ９０㏄）１台寄贈、
消防署に配備

消防職員６６名(技能職員１名増員)

新生駒台婦人防火クラブ結成

消防職員６５名

　 　７月 消防本部課制実施（総務課・警防課）

全国農協共済連合会から救急自動車(トヨタハイエース)１台寄贈、消防署北出張所に
配備

消防署北出張所救急業務開始、消防職員１３名に増員

昭和５３年 　４月 京都府綴喜郡田辺町と消防相互応援協定締結

消防ポンプ自動車 １台

　 　９月 作業車(スズキジムニー)１台、消防署に配備

　 　５月 北新町、前田スエ氏より救急自動車(日産キャラバン)寄贈、消防署に配備

消防署北出張所(高山町６８２９番地１)開設

発足時の陣容 消防職員 ９名

昭和４９年 　４月 消防職員５７名

昭和５０年 　２月 日本損害保険協会から消防ポンプ自動車(トヨタランドクルーザー)寄贈、消防署に配備

消防職員４７名

指令車１台(三菱デボネア)消防署に更新配備

　 １０月 生駒ライオンズクラブから広報車(日産セドリックバン)１台寄贈、消防本部に配備

消防ポンプ自動車 １台

はしご付消防ポンプ自動車 １台

　 　４月 消防署東分署(山崎町４番１０号)開設

発足時の陣容 消防職員 １３名

昭和４７年 １２月 はしご付消防ポンプ自動車(３２ｍ級)消防署に配備

昭和４８年  　３月 消防本部、消防庁長官から表彰旗受賞

日本船舶振興会から救急自動車１台(トヨペットクラウン)寄贈、消防署に配備

昭和４６年 １１月 市制実施特別措置法により市制実施に伴い生駒市消防本部、生駒市消防署に改称

昭和４５年  　５月 小瀬町、駒井完次氏から救急自動車１台(日産セドリック)寄贈、消防署に配備

　 　７月 救急業務を実施しなければならない市町村に指定され救急業務を開始

　 　９月 大阪府大東市・交野町・四条畷町と生駒山系林野火災消防相互応援協定を締結

　 １０月 大阪府四条畷町と消防相互応援協定締結

　 　３月 消防本部・消防団に消防庁長官より竿頭授を授与

昭和４４年  　８月 消防ポンプ自動車１台消防署に配備

　８月 東大阪市と消防相互応援協定締結

 １０月 天理市、大和郡山市と消防相互応援協定締結

昭和４３年 　１月 消防団長中本清太郎氏から指令車(トヨペットコロナＲＴ２０型)寄贈、消防署に配備

小型動力ポンプ付積載車　　　　 １台

　 　６月 奈良市と消防相互応援協定締結

発足時の陣容 消防職員 １８名

水槽付消防ポンプ自動車　　　　 １台

消防本部及び消防署を置かなければならない市町村に指定

　 １０月 生駒町消防本部開設

昭和４２年 　４月 生駒町消防署(生駒町消防本部に併設)開設

消防組織法公布、消防は警察機構から分離、市町村の責任管理となる。昭和２２年 １２月

昭和４１年　　３月

昭和２３年　　７月 消防法公布、８月施行

消防本部・消防署の概要
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　 １１月 婦人防火クラブ連合会、日本消防協会から広報車防火号(日産キャラバン)寄贈

　 　８月 新生駒台婦人防火クラブ、日本消防協会から軽可搬式ポンプ寄贈

　 １０月 消防ポンプ自動車(三菱キャンターＣＤ－Ⅰ型)消防署に更新配備

昭和６０年　　３月 新生駒台少年消防クラブ、消防庁長官から優秀少年消防クラブとして表彰

　 　４月 指令車(トヨタクラウン)、消防本部に更新配備

　 　７月 広報車(日産ブルーバード)消防署に更新配備

　 １２月 救助工作車Ⅱ型(三菱ファイター)、消防署に配備

　 １０月 救助用ボ－ト２艘、消防署に配備

消防本部に予防課を新設し、総務・予防・警防の三課体制実施

昭和５９年　　４月 消防職員８７名

作業車(マツダタイタン)消防署に配備

南田原町、消防友の会会長宮前忠義氏から作業車(スバル)寄贈、消防署南分署に配
備

　 　８月 傍示婦人防火クラブ、日本消防協会から軽可搬式ポンプ寄贈

コンピュ－タ－導入による地図検索システムを開発し、通信指令室に配備

水槽付消防ポンプ自動車１台(いすゞＴＸＧ１０カイ)機動第１分団に配備

　 　５月 救命ロ－プ発射銃、消防署に配備

昭和５８年　　３月 奈良県共済農業協同組合連合会から救急自動車(トヨタハイエース)寄贈、消防署南分
署に配備

　 　４月 山崎町４番１０号に消防本部庁舎新築移転(消防署、団本部併設)消防署東分署を廃
止、消防署に統合

　 １１月 生駒市制１０周年及び消防本部発足１５周年を記念し、「わたしのまちの消防展」開催

昭和５７年 １２月 化学消防ポンプ自動車、消防署に配備

水槽付消防ポンプ自動車 １台

作業車 ２台

発足時の陣容 消防職員 １０名

消防ポンプ自動車 １台

　 　８月 日本損害保険協会から水槽付消防ポンプ自動車(日野ＦＤ１７２Ａ)寄贈、鹿ノ台分署に
配備

　 　９月 消防署鹿ノ台分署（鹿ノ台南２丁目３番５号）開設

　 　４月 消防職員８７名

　 　７月 京都府相楽郡精華町と消防相互応援協定締結

　 １２月 消防ポンプ自動車、消防署北分署に更新配備

小型動力ポンプ付積載車、消防署北分署に配備

昭和５６年 　３月 南田原町、消防友の会会長宮前忠義氏から水防用作業車(トヨタマークⅡ)寄贈、消防
署に配備

救急自動車 １台

消防団機動第３分団併設

　 　９月 火災原因調査専用車(トヨタハイエ－ス)、消防署に配備

消防ポンプ自動車 １台

水槽付消防ポンプ自動車 １台

新生駒台少年消防クラブ結成

消防署南分署(小瀬町１０番)開設

発足時の陣容 消防職員 １４名

　 　２月 水槽付消防ポンプ自動車、消防署に配備

　 　４月 消防署北出張所を消防署北分署に昇格

　 １０月 生駒市火災予防協会結成(初代会長　中本清太郎氏)

　 高山町傍示地区に婦人防火クラブ結成

昭和５５年  　１月 奈良県共済農業協同組合連合会から救急自動車(トヨタハイエース)寄贈、消防署に配
備　

　 　３月 消防職員７５名

　 　４月 消防職員７６名
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　 　４月 消防職員１３６名

市民に対する応急手当普及啓発活動を開始

　 　７月 広報車(トヨタカルディナ)消防本部に更新配備

ファックス１１９番制度導入

平成　６年　　１月 全救急車に自動車電話及び心電図モニター装置を配備

　 　２月 化学防護服及び放射能防護服を配備

　 １１月 生駒ライオンズクラブから救急自動車(日産キャラバン)寄贈、消防署に更新配備

　 １２月 作業車(日産アトラス)消防署南分署に更新配備

　 　４月 消防職員１３２名

　 　７月 公共応急作業車(三菱キャンター)消防署に更新配備

　 １０月 消防ポンプ自動車(いすゞＣＤ－Ⅰ型４ＷＤ)消防署北分署に更新配備

平成　５年　　３月 小型動力ポンプ付積載車(ダットサン)消防署北分署に更新配備

　 　７月 消防本部車(トヨタクラウン)消防本部に更新配備

　 　９月 日本損害保険協会から水槽付消防ポンプ自動車(いすゞフォワードⅡ型)寄贈、消防署
南分署に更新配備

市制２０周年記念行事として、全国初のＧＰＳを付加した車両地図検索装置を主とした
消防緊急情報システムを導入

　 　４月 消防職員１２１名

平成　４年　　３月 消防ポンプ自動車(いすゞＣＤ－Ⅰ型４ＷＤ)消防署南分署に更新配備

　　 指揮車(いすゞビックホーン)消防署に配備

消防本部発足２５周年記念「消防フェスティバル」開催

　 　９月 火災調査車(日産ホーミー)消防署に更新配備

　 １１月 事務連絡車(トヨタカリーナワゴン)消防署に更新配備

平成　３年　　４月 消防職員１１３名

　 　５月 奈良県遊技業組合から救急自動車(トヨタハイエ－ス)寄贈、消防署北分署に更新配備

　 １２月 消防友の会から単車(ホンダリ－ド９０ccスク－タ－)寄贈、消防署に配備

救急波無線(複信波)を消防署基地局・鹿ノ台分署前進基地局及び救急車４台に増強
配備

平成　２年　　３月 機動第４分団、消防ポンプ自動車(日産サファリ)更新配備

　 　４月 消防職員１０９名

　 １０月 火災予防協会から救急車(日産キャラバン)寄贈、消防署に更新配備

　 １２月 はしご付消防ポンプ自動車(４０ｍ級)消防署に更新配備

　 　３月 生駒台少年消防クラブ、全国少年消防クラブ運営指導協議会から優良少年消防クラブ
として表彰

　 　６月 生駒佐保幼稚園(現奈良佐保短期大学附属生駒幼稚園)、幼年消防クラブ結成

　 　８月 救助工作車Ⅰ型(三菱キャンタ－)消防署北分署に配備

平成 元年　　２月 新生駒台婦人防火クラブ、日本防火協会から優良婦人防火クラブとして表彰

　 　４月 消防職員９５名

　 　７月 近鉄生駒駅と消防本部指令室間に生駒トンネル災害対策ホットライン開設

　 １１月 全自動式小型動力ポンプ付積載車(日産アトラス)を小平尾自警団に更新配備

昭和６３年　　３月 生駒台少年消防クラブ、自治体消防発足４０周年記念行事として、日本防火協会から
優良団体として表彰

生駒台少年消防クラブ名称変更（旧新生駒台少年消防クラブ）

　 １０月 消防ポンプ自動車(三菱キャンタ－ＣＤ－Ⅰ型４ＷＤ高圧ポンプ搭載)を消防署

に更新配備

消防署に高圧ガス充填設備設置

昭和６２年　　３月 小平尾自警団、小平尾町１５２６番地１に消防屯所新築移転

　 　４月 消防本部次長制実施

昭和６１年　　３月 日本損害保険協会から救急自動車(トヨタ２Ｂ型)寄贈、消防署北分署に更新配備

　 １０月 生駒ロータリークラブから救急自動車（日産２Ｂ型）寄贈、消防署に更新配備

南田原町、消防友の会会長、宮前忠義氏からラビットシューター１０台及び空気呼吸器
２台寄贈、各署に配備
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１０月

　３月

　５月

１０月

　

生駒市防災備蓄庫・防災指導室をあすか野地内に新設

奈良県林野火災訓練を実施する。(山麓公園)

　３月

　

火災予防協会から事務連絡車(スズキワゴンＲ)寄贈、消防本部に配備

人員搬送車(日野メルファ７)消防本部に更新配備

　 　９月 消防ポンプ自動車(いすゞエルフＣＤ－Ⅰ型４ＷＤ)消防署に更新配備

　
本部二部制(総務部、市民安全部)を廃止し、消防署に部長級の署長を、課長級の副署
長及び分署長を配置し、組織を強化

交替制勤務に三部交替制を導入

消防職員１５０名

災害対応型赤バイ(ヤマハ４ＪＧ)軽二輪消防署に更新配備

消防本部、消防署機構改革　 　４月

高規格救急車(日産エルグランド)消防署南分署に更新配備平成１１年　　３月

災害対応型赤バイ(ヤマハＢＲＯＮＣＯ)軽二輪消防署に更新配備

平成１０年　　２月 緊急消防援助隊用救助工作車Ⅲ型(日野レンジャー４ＷＤ ７tシャーシ)消防署に更新
配備

　

生駒台女性防火クラブ再結成（新生駒台婦人防火クラブ改め）

第１３回全国婦人消防操法大会にジャスコ婦人消防隊が奈良県代表として出場

消防本部発足３０周年記念誌「生駒の消防」発刊

　 　４月 消防職員１４６名

　

１０月

消防ポンプ自動車(日産ディーゼルＣＤ－Ⅰ型４ＷＤ)消防署鹿ノ台分署に更新配備

第２阪奈有料道路上の東大阪市、生駒市及び奈良市消防相互応援協定締結

消防本部発足３０周年記念消防３０周年大フェスティバルを第５回ふれあいひろば(高
山サイエンスタウン)において開催

平成　９年　　３月

緊急消防援助隊救助部隊に登録

消防広域応援協定締結(県下１３消防本部)

化学消防ポンプ自動車(日野レンジャー化学Ⅱ型低床４ＷＤ)消防署に更新配備

消防職員委員会制度発足

いこま保育園幼年消防クラブ結成

１１月

　

緊急消防援助隊用高度救助資機材の購入

１２月

全国共通波無線(全共１)を基地局に増強配備

　 　４月 消防職員１４０名

　 マイクロバス市役所から所管替、消防署に配備

　２月 高規格救急車(トヨタハイエース４ＷＤ)消防署に更新配備

消防署配備の高規格救急自動車(トヨタハイエース２ＷＤ)を消防署北分署に配備

緊急通報システム(センター方式)業務開始

市民安全部 市民安全指導課・警防課

　５月 消防庁長官から「阪神・淡路大震災」に際し功績のあった消防本部として感謝状を受賞

　 救急救命士運用開始

　 　４月 消防本部機構改革、２部制実施

総務部 総務課・予防課

平成　７年　　１月 １７日午前５時４６分阪神淡路大震災発生、消防広域応援協定に基づき、救助工作車
及び救急車各１台延べ１５日間１２０名、神戸市須磨区へ派遣

　 　３月 高規格救急車(トヨタハイエース２ＷＤ)消防署に配備

　 １０月 小型動力ポンプ付積載車(日産アトラス)消防署北分署に更新配備

　 １１月 小平尾自警団小型動力ポンプ付積載車(日産アトラスＢ－３級)更新配備

エンゼル幼稚園幼年消防クラブ結成

　 　８月 特定産業廃棄物管理業務開始

　 火災予防協会から広報車(スバルサンバー)寄贈、消防本部に配備

水槽付消防ポンプ自動車(日産ディーゼルⅠ―Ｂ型)消防署鹿ノ台分署に更新配備

平成　８年　

　６月

阪神淡路大震災の教訓から緊急消防援助隊(国)発足、生駒市消防本部は救助部隊に
登録される。

　１月

事務連絡車(スバルドミンゴ)消防本部に更新配備

広報車(日産ＡＤワゴン)消防本部に更新配備
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平成１７年　

　

消防庁長官から「福井県を中心とする豪雨」に際し功労のあった消防本部として褒状を

　４月平成１９年　

　 　４月

１２月

　２月

　 　４月

平成１５年　　１月　

　 　６月 ＩＰ電話・携帯電話発信地表示システム運用開始

軽四広報車（日産クリッパー４ＷＤ ＡＴ）消防署に更新配備平成２１年　　２月

消防職員１４４名

消防本部機構改革により市民安全指導課を廃止

（自主防災会事業を市部局（防災対策課）へ移管）

原動機付自転車1台消防署に更新配備(単１２号車)

緊急地震速報受信装置「デジタルなまず」消防本部及び各分署に設置

災害対応特殊はしご付消防ポンプ自動車(３８ｍ級)消防署に更新配備

平成２０年　　１月

１２月

　 　５月 奈良県遊技業協同組合から広報車(日産ラフェスタ４ＷＤ)寄贈

　 　８月 部長車(日産ブルーバードシルフィ)消防署に更新配備

(日野モリタ)緊急消防援助隊車両

消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型(日野デュトロ４ＷＤ長野ポンプ)消防署北分署に更新配備

緊急消防援助隊特殊装備部隊に登録

緊急消防援助隊消火部隊に登録

　　　　　   １２月 小型動力消防ポンプ付積載車（日産バネット４ＷＤ）消防署鹿ノ台分署に新配備

高規格救急車(日産エルグランド４ＷＤ)消防署南分署に更新配備

消防職員１４６名

奈良県遊技業協同組合から指令車(トヨタカルディナ４ＷＤ)寄贈

消防署に配備(組合創立４０周年記念事業により県下１３消防本部に寄贈)

原動機付自転車２台消防署に更新配備（単８、１１号車）

　 　５月

　 　８月

消防本部機構改革により通信施設整備推進室を廃止

消防署機構改革により南分署と北分署に消防係と救急係を設置

奈良県林野火災消火訓練を実施する(山麓公園)

１２月 救助工作車Ⅱ型(日野レンジャー４ＷＤ ５.５tシャーシ)消防署北分署に更新配備

平成１８年　　４月 消防職員１４７名

　４月 消防職員１４８名

高機能消防指令センター運用開始式４月８日式典　

　 　９月 原因調査車(日産キャラバン)消防署に更新配備

１０月

高機能消防指令センター(通信指令台の更新)仮運用(国庫補助事業)

消防職員１４４名

　 　９月 原動機付自転車２台消防署に更新配備(単１、７号車)

　 １１月 事務連絡車(日産ウイングロード)消防署に更新配備

　

消防職員１４７名

消防本部機構改革により通信施設整備推進室を配置し組織強化

　 　５月 消防職員１４５名

平成１６年　　３月 小瀬町８番地１に消防署南分署庁舎新築移転(２月２７日竣工式３月１日運用開始)

団本部車(トヨタクラウン)本部に更新配備

指揮車(トヨタランドクルーザー１００)消防署に更新配備

　 １２月 原動機付自転車２台消防署及び北分署に更新配備(単１８、１９号車)

災害対応特殊救急自動車(日産エルグランド４ＷＤ)消防署に更新配備 (国庫補助事
業)繰越

　 １０月

　 　４月 消防本部に予防課担当参事と同課に指導担当官を配置し、予防指導体制を強化

　 　９月

消防職員１４８名

安田生命相互保険から高規格救急車（日産エルグランド４ＷＤ）寄贈、北分署に配備

消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型(三菱キャンター４ＷＤ日本機械)南分署に更新配備

　 　３月

旧郷土資料館を救急施設として運用開始

平成１３年　　５月 生駒ロータリークラブから事務連絡車(ダイハツハイゼット)寄贈、北分署に配備

消防職員１４９名

緊急消防援助隊救急部隊に登録

平成１４年　　３月

平成１２年 　４月 消防本部に部長級の消防部長を配置し、組織強化

受賞
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生駒市・大東四条畷消防組合消防相互応援協定締結

はしご付消防ポンプ自動車（８号車）オーバーホール実施（１月～４月）

消防フェスタ “ ＩＫＯＭＡ５１” 開催

　１月

　４月

　５月

消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型（いすゞ３ｔ・日本ドライケミカル）消防署本署に更新配備
（緊急消防援助隊登録車両）

高規格救急車（日産キャラバン４ＷＤ）消防署北分署に更新配備
（緊急消防援助隊登録車両）

平成３１年　

総務大臣から「東日本大震災」に際し功績があった消防本部として表彰状を受賞

小型動力ポンプ付積載車（ダイハツ・小川ポンプ）消防署北分署に更新配備

「平成３０年７月豪雨」に伴い緊急消防援助隊奈良県大隊として７月７日から７月１２日

まで救助工作車及び職員延べ１５名を岡山県倉敷市真備町へ派遣

１２月

　２月 消防庁長官から「平成３０年７月豪雨」に際し功労のあった消防本部として賞状を受賞

　７月

生駒市・交野市消防本部消防相互応援協定締結

　４月 消防職員１３３名（併任 、再任用職員を除く。）

高規格救急車（日産エルグランド４ＷＤ）消防署本署に更新配備
（緊急消防援助隊登録車両）

消防職員１３３名（併任 、再任用職員を除く。）

南分署に１隊増隊し、消防隊１隊、救急隊１隊運用開始

　２月平成３０年　 救助工作車Ⅲ型（日野５.５ｔ・キンパイ商事）消防署本署に更新配備
（緊急消防援助隊登録車両）

１１月

奈良市・生駒市消防指令センター運用開始

化学消防ポンプ自動車(日野７ｔ・長野ポンプ)消防署本署に更新配備

小型動力ポンプ付積載車（三菱ふそう・尾浦自動車）消防署南分署に更新配備

平成２９年　　２月

　３月

消防職員１３５名（併任、再任用職員を除く。）

１２月 移動式クレーン車（三菱キャンター）消防署本署に更新配備

平成２８年　　４月 消防職員１３５名（併任 、再任用職員を除く。）

　４月

高規格救急車（日産エルグランド４ＷＤ）消防署北分署に配備

平成２７年　

　２月 火災予防協会から事務連絡車(スズキワゴンＲ)寄贈、消防本部に更新配備

北大和４丁目２２番地６に消防署北分署を新築移転(３月２８日竣工式４月８日運用開始)

消防職員１３３名（再任用職員を除く。）

奈良県石油商業組合生駒支部と消防活動時等における燃料供給に関する協定締結

平成２４年　　２月

消防救急無線デジタル運用開始

消防職員１３７名（再任用、嘱託職員を除く。）

平成２６年　　４月 高山町６８２９番地１の消防署北分署及び鹿ノ台南２丁目３番５号の鹿ノ台分署を統合し

平成２５年　　３月

　　　　　　 １１月 消防本部発足４５周年記念事業「消防フェスティバル」開催

台風１２号災害発生に伴い、奈良県消防広域応援協定に基づき、９月７日から１６日の
うち６日間資機材搬送車１台延べ２５名を五條市大塔町、十津川村へ派遣

高規格救急車（日産エルグランド４ＷＤ）消防署本署に更新配備

　　　　　　　 　４月 消防職員１４０名（再任用職員を除く。）

　　　　　　　 　４月 消防職員１３５名

全国共済農業協同組合連合会奈良県本部から高規格救急車（トヨタハイエース４ＷＤ）
寄贈、消防署北分署に更新配備

　　　　　　　 　９月

から３月２１日まで救助工作車、資機材搬送車各１台延べ１０日間２８名を宮城

県亘理郡山元町へ派遣

　 １０月 生駒女性防火クラブ名称変更（生駒台女性防火クラブ改め）

平成２３年　　３月 １１日午後２時４６分東日本大震災発生、緊急消防援助隊奈良県隊として３月１２日

　 　４月 消防職員１３７名

　 　７月 発信地表示システム統合型導入

　 　３月 水槽付消防ポンプ自動車（日産ディーゼル モリタ４tシャーシ）消防署南分署に更新配
備

消防職員１４０名

（単１３、１５号車）

高規格救急車（日産エルグランド４ＷＤ）消防署本署に更新配備

　 　４月

平成２２年　　１月

　４月

　 　７月 火災予防協会から原動機付自転車２台寄贈、消防署に更新配備
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　５月 原動機付自転車２台消防署北分署に更新配備(単２、４号車)

令和　３年　

　２月

消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型（日野３ｔ・長野ポンプ）消防署南分署に更新配備
（緊急消防援助隊登録車両）

原動機付自転車２台消防署北分署に更新配備(単３、１６号車)

　３月

人員搬送車(日産セレナ)消防本部に更新配備

　１月 はしご付消防ポンプ自動車（８号車）オーバーホール実施（１月～４月）

（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）（ふるさと生駒応援寄付充当車
両）

１１月

水槽付消防ポンプ自動車（日野５.５ｔ・長野ポンプ）消防署北分署に更新配備
（緊急消防援助隊登録車両）

火災予防協会から事務連絡車（スズキワゴンＲ）寄贈　消防本部に更新配備

令和　８年

「令和６年能登半島地震｣に伴い、緊急消防援助隊奈良県大隊として１月１日から１月１
０日まで消火隊１隊及び救急隊１隊（職員延べ２８名）を石川県に派遣

消防職員１３５名（再任用職員を除く。）

消防職員１３６名（再任用職員を除く。）

令和　７年　

令和　６年　

消防職員１３７名（再任用職員を除く。）

　４月

　３月

　５月

　５月

　４月

災害対応ドローンを消防署に配備

　１月

指揮車（日産キャラバン・山口商会）消防署に更新配備（ふるさと生駒応援寄付充当車
両）

　４月

事務連絡車(日産バネット)消防本部に更新配備

　２月

消防職員１３３名（再任用職員を除く。）

感染症対応の高規格救急自動車（トヨタハイエース４WD）消防署本署に更新配備

新型コロナウイルス感染症が感染症法上「５類｣に引き下げられたことを受け「特別救
急搬送専属隊」を解隊

令和　５年　　４月

（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）（ふるさと生駒応援寄付充当車
両）

１２月

　４月 消防職員１３４名（再任用職員を除く。）

１０月

　５月 消防フェスタ “ ＩＫＯＭＡ５５” 開催

NET119緊急通報システム運用開始

令和　４年　　２月

原動機付自転車１台消防署南分署に更新配備(単５号車)

感染症対応の高規格救急自動車（日産キャラバン４WD）消防署南分署に更新配備

消防職員１３２名（再任用職員を除く。）　４月

　４月 消防職員１３４名（併任、再任用職員を除く。）

高規格救急車（日産キャラバン４ＷＤ）消防署北分署に更新配備
（ふるさと生駒応援寄附充当車両）

　５月

令和　２年　　４月 消防職員１３３名（再任用職員を除く。）

　９月 感染症患者搬送装置（アイソレーター）購入

枚方市、枚方寝屋川消防組合、生駒市消防相互応援協定締結

新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、４月２７日から「特別救急搬送専属隊」
の運用開始

広報車（ダイハツハイゼット・小川ポンプ）北分署に更新配備（ふるさと生駒応援寄付充
当車両）
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２　歴代消防長

３　歴代消防団長

氏　　　　名 在　職　期　間 備　　　　考
初 昭和４１年１０月　１日 町長兼務

平　本　留　吉 ～
代 昭和４４年　４月３０日 ２年７カ月

昭和４４年　５月　１日
2 ～ ８年１カ月

昭和５２年　５月３１日
昭和５２年　６月　１日

3 ～ ４年 1カ月
昭和５６年　６月３０日
昭和５６年　７月　１日

4 ～ １１年９カ月
平成　５年　３月３１日
平成　５年　４月　１日

5 ～ ４年
平成　９年　３月３１日
平成　９年　４月　１日

6 ～ ３年
平成１２年　３月３１日
平成１２年　４月　２日

7 ～ ５年
平成１７年　３月３１日
平成１７年　４月　２日

8 ～ ３年
平成２０年　３月３１日
平成２０年　４月　２日

9 ～ ３年
平成２３年　３月３１日
平成２３年　４月　１日

10 ～ ３年
平成２６年　３月３１日
平成２６年　４月　１日

11 ～ ３年
平成２９年　３月３１日
平成２９年　４月　１日

～ ２年
平成３１年　３月３１日
平成３１年　４月　１日

～ ２年
令和　３年　３月３１日
令和　３年　４月　１日

～ ３年
令和　６年　３月３１日
令和　６年　４月　１日

～
現在に至る

杉　本　正　人

藤　田　隆　文

(令和８年４月１日現在)

浅　野　愛　熊

松　下　正　名

迎　谷　邦　一

秋　吉　基　秀

片　岡　  　 章

小　山  　 　光

有　地　正　伸

福　岡　輝　雄

坂　上　　　 弘

15 金　田　和　彦

12

14

13 福　田　一　仁

川 端 信 一 郎

氏　　　　名 在  職  期  間 備    　 考
昭和２２年　５月　１日

長　田　菊　松 ～ ４年
昭和２６年　４月３０日
昭和２６年　５月　１日

2 中 本 増 次 郎 ～ ３年３カ月
昭和２９年　８月　２日
昭和２９年　８月　３日

3 池　田　利　一 ～ ８年１カ月
昭和３７年　９月　３日
昭和３７年　９月　４日

4 高 峯 正 太 郎 ～ ２年５カ月
昭和４０年  １月２５日
昭和４０年　１月２６日

5 中 本 清 太 郎 ～ ４年３カ月
昭和４４年　５月　６日
昭和４４年　５月　７日

6 中　本  　　勲 ～ ２２年
平成　３年　５月　６日
平成　３年　５月　７日

7 芳　野 　 　茂 ～ ２０年
平成２３年　５月　６日
平成２３年　５月　７日

8 山　村　政　治 ～ ４年１１カ月
平成２８年　４月　１日
平成２８年　４月　２日

9 松　本 　 　淳 ～
現在に至る

(令和８年４月１日現在)

初
代
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４　消防現勢
(1) 消防機関の位置

消防本部・署所・消防団の所在地及び電話番号

山崎町４番１０号

　　ＴＥＬ０７４３－７３－０１１９

小瀬町８番地１

　　ＴＥＬ０７４３－７６－０１１９

北大和４丁目２２番地６

　　ＴＥＬ０７４３－７９－０１１９

山崎町４番１０号

　　ＴＥＬ０７４３－７３－０１１９

元町１丁目１２番１６号

　　ＴＥＬ０７４３－７４－８８３０

小明町２６０番地５

　　ＴＥＬ０７４３－７５－２５２６

小瀬町１０番地２

　　ＴＥＬ０７４３－７６－１０２２

高山町６８２９番地１

　　ＴＥＬ０７４３－７９－９０６０

同上

機動第２分団

機動第３分団

機動第４分団

消防本部

消防署

南分署

北分署

消防団・本部

機動第１分団
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(2) 消防庁舎概要

消防本部 竣工年月日 昭和58年 4月18日

消 防 署 構　　　造 鉄筋コンクリート

(一部鉄骨)造3階建

敷地面積 2,238.00㎡

建築面積 974.71㎡

延べ面積 2,467.17㎡

(救急施設) 竣工年月日 平成12年 4月 1日

構　　　造 鉄筋コンクリート造2階建

敷地面積 446.99㎡

建築面積 219.76㎡

延べ面積 434.65㎡

南 分 署 竣工年月日 平成16年 2月 27日

構　　　造 鉄筋コンクリート

(一部鉄骨)造2階建

敷地面積 1,032.60㎡

建築面積 443.627㎡

延べ面積 737.045㎡

北 分 署 竣工年月日 平成26年 3月 31日

構　　　造 鉄筋コンクリート造3階建

敷地面積 2797.88㎡

建築面積 686.04㎡

延べ面積 1689.16㎡

- 13 -



(3) 消防本部・消防署の機構図
 

　 消防本部に３課を置き、消防署は１署２分署体制とし、通信指令事務は奈良市と共同運用して
います。警防課通信指令係と消防署各係は、三部交替制勤務としています。

　

警　　　防　　　課

奈良市・生駒市消防指令センター

北分署救急第３係

北分署予防第３係
北　　　分　　　署

北分署警備第１係

北分署予防第１係

消
 

防
 

署

消
 

防
 

本
 

部

庶　　　務　　　係

予　防　第　１　係

予　防　第　２　係

北分署救急第２係

北分署警備第２係

北分署警備第３係

北分署救急第１係

北分署予防第２係

南　　　分　　　署 南分署警備第２係

南分署警備第３係

救　助　第　２　係

救　助　第　３　係

南分署警備第１係

南分署救急第１係

南分署救急第２係

南分署救急第３係

救　急　第　１　係

救　急　第　２　係

救　急　第　３　係

救　助　第　１　係

本　　　　　　　署 警　備　第　３　係

予　防　第　３　係

警　備　第　１　係

警　備　第　２　係

総　　　務　　　課
人　事　教　養　係

予　　　防　　　課
予　　　防　　　係

設　　　備　　　係

警　　　防　　　係

救　　　急　　　係

通 信 指 令 第 １ 係

通 信 指 令 第 ２ 係

通 信 指 令 第 ３ 係

（令和８年４月１日現在）

企　画　庶　務　係

- 14 -



(4) 職員数と配置状況

勤務配置については下表のとおりで、毎日勤務者は土、日、祝日を除き、８時３０分から１７
時１５分までの勤務時間とし、交替制勤務者は８時３０分から翌日の８時３０分までの２４時間
勤務(１当務)で、平成１１年４月から三部交替制勤務を実施しています。

消 消 消 消 消 消 消 毎 三
防 防 防 防 防 防 防 日 部 備
監 司 司 司 士 副 士 勤 勤

令 令 令 長 士 務 務
長 補 長 者 者 考

150

135 1 7 27 50 33 3 14 27 108

消防長 1 1 1

消 次長 1 1 1

防 総務課 12 1 4 2 2 3 12

本 予防課 5 1 1 3 5

部 警防課 10(11) (1) 5 5 4(5) 6

小　　　計 29 1 3 10 10 2 3 23 6

署長 １ １ １

本署 55 1 12 16 22 4 1 54

南分署 19 1 2 10 1 2 3 1 18

北分署 31 1 3 14 8 1 4 1 30

小　　　計 106 4 17 40 31 3 11 4 102

備考　

　１　再任用、会計年度任用職員を除く。

　２　総務課には、総務課付、奈良県消防学校初任教育入校３名を含む。

　３　(  )の数は他所属兼務者を含む。

(令和８年４月１日現在）

定　　　数 階級別定数なし

実　　　数

勤務別

消
　
防
　
署

階級別

計

消防吏員

所属別
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(5) 消防本部・消防署事務分掌（令和８年４月１日現在）

消防本部

総務課

企画庶務係

消防長の秘書及び儀式に関すること。

本部の基本施策の総合企画に関すること。

公印の管理に関すること。

庁舎管理に関すること。

消防財産の維持管理に関すること。

消防長会に関すること。

消防協会及び消防団に関すること。

予算編成及び執行管理に関すること。

給与及び会計に関すること。

文書の収受、発送及び保存の統括並びに文書管理の改善に関すること。

公文書の開示の請求受付等に関すること。

個人情報の開示等の請求の受付等に関すること。

広報業務及び広聴活動の企画及び連絡調整に関すること。

本部及び課の庶務に関すること。

他の課の所管に属さないこと。

人事教養係

職員の人事に関すること。

職員の任免、分限、懲戒、職階、試験、賞罰、服務その他勤務条件に関すること。

職員の福利厚生に関すること。

職員の服制及び貸与品に関すること。

職員の教養、訓練及び研修に関すること。

職員の安全管理及び公務災害補償に関すること。

関係各部門における実施計画の調整に関すること。

消防関係の条例、規則、規程等の制定又は改廃の手続に関すること。

２以上の課に関連する会議の調整に関すること。

消防職員委員会に関すること。

予防課

予防係

火災の予防施策の計画及び立案に関すること。

火災予防広報及び防火意識・防災意識の普及啓発に関すること。

予防査察に関すること。

火災調査に関すること。

防火・防災管理対策及び指導に関すること。

自衛消防隊の教育及び訓練指導に関すること。

法令違反防火対象物の処理に関すること。

防火団体の育成指導に関すること。

その他火災予防に関すること。

課の庶務に関すること。

設備係

危険物の規制に関すること。

危険物の災害防止対策に関すること。

(1)

(2)

(5)

(6)

(7)

(8)

(9)

(10)

(9)

(10)

(1)

(2)

(3)

(4)

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

(8)

(12)

(13)

(14)

(15)

(1)

(2)

(6)

(7)

(8)

(9)

(10)

(11)

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)
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指定可燃物その他特殊な物質の防火に関すること。

危険物取扱者、危険物保安監督者等の指導に関すること。

液化石油ガス、都市ガスその他特殊なガスの防火指導に関すること。

建築確認等に係る同意に関すること。

消防用設備等の設置及び維持管理の指導に関すること。

防火対象物の使用開始及び変更に関すること。

消防設備士及び消防用設備等点検資格者の指導に関すること。

警防課

通信指令第１係、通信指令第２係及び通信指令第３係

通信施設及び通信器具の整備及び運用管理に関すること。

消防隊、救急隊、救助隊等の出動統制に関すること。

災害等の現場の通信統制、情報収集及び連絡に関すること。

職員の非常召集に関すること。

医療機関等の連絡及び調整に関すること。

気象情報の収集及び伝達に関すること。

消防年報その他の消防行政全般の統計資料の編集及び保管に関すること。

電子計算機及び情報処理機器等の整備及び運用管理に関すること。

通信指令業務の調整、調査、研究、計画及び推進に関すること。

通信指令業務に関する情報の収集及び提供に関すること。

警防係

消防車両、機械器具及び装備品の開発及び整備に関すること。

車両の運行管理及び整備管理に関すること。

安全運転管理の統括に関すること。

消防地理の管理並びに消防水利の企画及び管理に関すること。

電子計算機及び情報処理機器等の整備及び維持管理に関すること。

消防相互応援協定に関すること。

消防指令業務共同運用事業に関すること。

各種出動計画に関すること。

課の庶務に関すること。

救急係

救急の対策に関すること。

救急技術の指導及び救急訓練に関すること。

応急手当の普及啓発に関すること。

救急隊及び救急救命士の運用に関すること。

医療機関との連絡調整に関すること。

消防署

庶務係

人事、服務及び教養に関すること。

公印に関すること。

文書及び図書に関すること。

予算に関すること。

福利厚生及び衛生管理に関すること。

他の係に属さないこと。

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(9)

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

(8)

(8)

(9)

(10)

(11)

(1)

(2)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

(7)

(8)

(9)

(10) 都市計画法(昭和４３年法律第１００号)による開発行為に係る消防施設の指導に関すること。

(1) 震災、水火災並びに救急及び救助並びにその他の災害(以下これらを「災害」という。)の受報
及び出動指令に関すること。

(3)

(4)

(5)

(6)
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予防第１係、予防第２係及び予防第３係（以下これらを「予防係」という。）

火災予防広報並びに防火意識及び防災意識の普及啓発に関すること。

予防査察に関すること。

防火管理及び防災管理の対策及び指導に関すること。

自治会及び自衛消防隊等の訓練指導に関すること。

予防関係各種届出の事務処理に関すること。

法令違反防火対象物の処理に関すること。

少量危険物、指定可燃物その他特殊な物質の防火対策に関すること。

火災調査に関すること。

その他予防に関すること。

警備第１係、警備第２係及び警備第３係（以下これらを「警備係」という。）

地域防災計画による消防計画、警備計画及び水防計画に関すること。

震災、水火災その他の災害の警戒防御及び対策に関すること。

消防施設の管理に関すること。

消防地理及び水利に関すること。

消防機械器具の整備及び保全に関すること。

大震災害対策活動に関すること。

消防訓練及び水防訓練に関すること。

消防相互応援協定に関すること。

都市計画法(昭和４３年法律第１００号)による開発行為に係る消防施設の指導に関すること。

安全運転の管理に関すること。

警防関係各種届出の事務処理に関すること。

車両の運行管理及び整備管理に関すること。

その他警防業務に関すること。

救急第１係、救急第２係及び救急第３係（以下これらを「救急係」という。

救急活動に関すること。

救急技術の指導及び訓練並びに救急対策に関すること。

救急資機材の管理に関すること。

救急医療機関等の連絡調整に関すること。

救急統計に関すること。

応急手当の普及啓発及び指導に関すること。

その他救急業務に関すること。

救助第１係、救助第２係及び救助第３係（以下これらを「救助係」という。）

救助活動に関すること。

救助技術の指導及び訓練並びに救助対策に関すること。

救助資機材の管理に関すること。

救助統計に関すること。

その他救助業務に関すること。

南分署警備第１係、南分署警備第２係及び南分署警備第３係

庶務係及び警備係の事務分掌を併せたものとする。

南分署救急第１係、南分署救急第２係及び南分署救急第３係

予防係、救急係及び救助係の事務分掌を併せたものとする。

北分署予防第１係、、北分署予防第２係及び北分署予防第３係

庶務係及び予防係の事務分掌を併せたものとする。

(1)

(1)

(1)

(4)

(5)

(6)

(7)

(1)

(2)

(4)

(5)

(5)

(13)

(12)

(1)

(2)

(3)

(4)

(6)

(7)

(3)

(8)

(9)

(10)

(11)

(7)

(8)

(9)

(1)

(2)

(3)

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)
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北分署警備第１係、北分署警備第２係及び北分署警備第３係

警備係及び救助係の事務分掌を併せたものとする。

北分署救急第１係、北分署救急第２係及び北分署救急第３係

救急係の事務分掌とする。

各係共通

署長が別に定める各種届出の事務処理に関すること。

署長が別に定める火災調査業務に関すること。

署長が別に定める予防査察業務に関すること。

係に所属する庁舎及び附属設備並びに物品の管理に関すること。

来庁者等の受付業務に関すること。

署長の特命に関すること。(6)

(1)

(1)

(1)

(4)

(5)

(2)

(3)
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５　消防予算
(1) 当初予算状況

(2) 消防費予算・決算比較表

(3) 消防費当初予算と人口の関係

　 令和８年度の消防本部の当初予算は１，９６７，１７２千円を計上し、生駒市の一般会計予算の約
４．０２％を占めています。
０消防救急体制の充実強化に取り組むための予算として主なものは、はしご付消防ポンプ自動車の
オーバーホールに係る委託料や車両の更新計画に基づいた指令車、積載車、消防団の消防ポンプ
自動車の購入の経費を計上しています。

3.30

3.50

3.70

3.90

4.10

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

（単位：％）

一般会計当初予算に対する消防費比率

0

1,000,000

2,000,000

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

消防費の推移
(単位：千円)

1,470,357 1,462,639

1,425,342 1,428,295

1,694,666

1,447,719 1,435,585
1,367,787 1,437,259 1,426,374

0
200,000
400,000
600,000
800,000

1,000,000
1,200,000
1,400,000
1,600,000
1,800,000

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

予算額 決算額 (単位：千円)

0
5,000

10,000
15,000
20,000
25,000
30,000
35,000
40,000

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

（単位：円）
１世帯当たり １人当たり

（単位：千円）

1,425,342 1,428,295 1,694,666 1,687,007 1,967,172

常 備 消 防 費 1,226,554 1,233,737 1,273,408 1,340,019 1,391,456

非常備消防費 44,783 48,003 49,810 51,039 60,657

消 防 施 設 費 154,005 146,555 371,448 295,949 515,059

４年度

消防費当初予算

一般会計予算額

消防費比率(％）

消
防
費

６年度５年度 ７年度

3.54

47,688,000

８年度

48,903,000

4.02

47,006,00041,450,00038,990,000

3.65 3.45 3.60
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６　消防職員の実員・定数と人口の推移

注１）人口は、各年４月１日現在の行政区域内人口による。

過去３０年の消防職員の定数の推移は、人口の増加率に応じて増加しましたが、人口増が少
なくなった平成１１年から平成２５年までは横ばい、平成２６年に大幅な削減を行いましたが、令
和５年には職員の定年引上げに伴い、平成２５年の水準まで増加しました。また、実員について
も定数の増減に合わせて推移しています。

２８年

２年

120,741133

133

120,835

令和　元年

119,281

　　　　８年

134

133

137

137

137

135 137

２９年

３０年

144

２６年 133 137 121,185

２７年 135 137 120,893

140

137

120,134

120,959

121,031

２４年

２５年

150

150

150

　　　　２０年

　　　　２１年

　　　　２２年 137

　　　　２３年 135

144

140

147

115,396

116,195

117,207

117,884

118,722150

119,690

146

　　　　１７年

　　　　１８年

150

150

150

150　　　　１９年

150

150

118,139134 137

120,336

119,795

118,621

137

150

117,257

117,629５年

４年

133

３年 137

６年

132

140140

　　　　１５年 148 150

137 150

　　　　１６年 147

149

149 150

人口

　　　　９年 111,185

年 実員 定数

146

108,474

146

115,044

114,738

114,804

112,942

　　　　１４年

149 150

150150

114,067

　　　　１０年

　　　　１１年

　　　　１２年

　　　　１３年

150

146

150

114,421

114,768

８年 135 150 115,673

７年 136 150 116,207

0 50000 100000

0 50 100 150 200

実員 人口
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７　階級別年齢状況

合

　
計

消

防

監

消
防
司

令

長

消

防

司

令

消
防
司

令

補

消

防

士

長

消
防
副

士

長

消

防

士

135 1 7 27 50 33 3 14

42.0 55.0 55.7 49.0 45.8 34.1 55.0 23.3

1 1

1 1

2 2

3 3

3 3

3 1 2

2 1 1

6 5 1

1 1

3 3

6 6

1 1

8 4 4

3 2 1

2 2

2 2

6 1 3 2

2 1 1

3 1 1 1

2 1 1

3 2 1

4 2 2

3 2 1

1 1

2 1 1

1 1

1 1

4 1 3

2 1 1

1 1

6 3 1 2

7 5 2

9 2 3 3 1

4 1 2 1

12 1 3 7 1

2 1 1

6 2 3 1

5 2 2 1

2 1 1

６１歳以上

備考

１．総務課付職員含む。

２．再任用、会計年度任用職員を除く。

実  員

   階級別

年齢別

１８歳

１９歳

平均年齢

２２歳

２０歳

２１歳

２３歳

２８歳

２９歳

３０歳

３１歳

３２歳

２４歳

２５歳

２６歳

２７歳

３３歳

３４歳

３５歳

３６歳

３７歳

３８歳

４８歳

４９歳

５０歳

５１歳

３９歳

４０歳

４１歳

４２歳

４３歳

４４歳

４５歳

４６歳

４７歳

５２歳

５３歳

５４歳

５９歳

６０歳

５５歳

５６歳

５７歳

５８歳

年　齢　分　布

令和８年４月１日現在

1

1

2

3

3

3

2

6

1

3

6

1

8

3

2

2

6

2

3

2

3

4

3

1

2

1

1

4

2

1

6

7

9

4

12

2

6

5

2

0 5 10 15
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８　階級別勤続年数状況

合

　
計

消

防

監

消
防
司

令

長

消

防

司

令

消
防
司

令

補

消

防

士

長

消
防
副

士

長

消

防

士

135 1 7 27 50 33 3 14

42.0 55.0 55.7 49.0 45.8 34.1 55.0 23.3

1 1

1 1

2 2

3 3

3 3

3 1 2

2 1 1

6 5 1

1 1

3 3

6 6

1 1

8 4 4

3 2 1

2 2

2 2

6 1 3 2

2 1 1

3 1 1 1

2 1 1

3 2 1

4 2 2

3 2 1

1 1

2 1 1

1 1

1 1

4 1 3

2 1 1

1 1

6 3 1 2

7 5 2

9 2 3 3 1

4 1 2 1

12 1 3 7 1

2 1 1

6 2 3 1

5 2 2 1

2 1 1

６１歳以上

備考

１．総務課付職員含む。

２．再任用、会計年度任用職員を除く。

実  員

   階級別

年齢別

１８歳

１９歳

平均年齢

２２歳

２０歳

２１歳

２３歳

２８歳

２９歳

３０歳

３１歳

３２歳

２４歳

２５歳

２６歳

２７歳

３３歳

３４歳

３５歳

３６歳

３７歳

３８歳

４８歳

４９歳

５０歳

５１歳

３９歳

４０歳

４１歳

４２歳

４３歳

４４歳

４５歳

４６歳

４７歳

５２歳

５３歳

５４歳

５９歳

６０歳

５５歳

５６歳

５７歳

５８歳

年　齢　分　布

令和８年４月１日現在

1

1

2

3

3

3

2

6

1

3

6

1

8

3

2

2

6

2

3

2

3

4

3

1

2

1

1

4

2

1

6

7

9

4

12

2

6

5

2

0 5 10 15

135 1 7 27 50 33 3 14

20.7 33.0 35.9 27.6 24.4 12.5 35.0 2.2

3 3

1 1

5 5

3 1 2

3 2 1

4 2 2

2 2

3 3

3 3

5 1 4

9 6 3

5 4 1

5 5

7 1 6

3 3

2 1 1

3 2 1

1 1

4 1 2 1

2 1 1

6 4 2

5 1 4

3 2 1

8 1 3 3 1

13 1 3 6 2 1

7 3 3 1

8 3 1 4

3 1 1 1

8 3 1 3 1

1 1

３８年以上

３９年以上

４０年以上

３０年以上

３１年以上

２４年以上

３３年以上

３４年以上

３５年以上

２７年以上

１．総務課付職員含む。

２．再任用、会計年度任用職員を除く。

備考

３６年以上

３７年以上

３２年以上

消

防

監

消
防
司
令

長

消

防

司

令

消

防

士

長

２２年以上

２３年以上

１８年以上

１９年以上

２０年以上

２１年以上

２８年以上

２９年以上

１４年以上

１５年以上

１６年以上

１７年以上

１２年以上

１３年以上

　８年以上

　９年以上

２５年以上

２６年以上

年数別

　実 　 員

　１年未満

　１年以上

１０年以上

１１年以上

平均年数

４１年以上

合

　
計

 階級別

　６年以上

　７年以上

　２年以上

　３年以上

　４年以上

　５年以上

消
防
司
令

補

勤 続 年 数 分 布
消
防
副
士

長

消

防

士

令和８年４月１日現在

3

1

5

3

3

4

2

3

3

5

9

5

5

7

3

2

3

1

4

2

6

5

3

8

13

7

8

3

8

1

3

1

5

3

3

4

2

3

3

5

9

5

5

7

3

2

3

1

4

2

6

5

3

8

13

7

8

5 10 15
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９　消防職員の教養・研修状況

複雑多様化する救急、救助等の防災活動に対処するため、各種専門的教育の受講及び資格
の取得等を積極的に行い、職員の資質の向上に努めています。

年度別　

合

計

幹部科
（幹部研修科含む）

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 25

新任消防長・学校長科 1

消 本科 2

防 上級幹部科 1

大 警防科 1 1 1 1 7

学 予防科 1 4

校 救助科 1 1 7

救急科 3

火災調査科 1
（火災調査講習会含む）

初任科 3 2 3 7 5 5 10 5 3 3 3 194

初任救急総合科
（令和３年度より）

4 3 3 5 1 16

予防査察科
（予防科含む）

1 1 1 1 1 1 2 3 3 3 3 70

火災調査科 2 1 1 1 1 2 3 2 3
（予防科火災調査課程含む）

救急科(標準課程) 3 2 3 7 5 5 10 5 3 3 3 69

消 救急科(救急Ⅱ課程) 89

救助科 1 1 1 1 2 2 3 3 2 2 2 2 2 1
（警防科救助課程含む）

防 初級幹部科 1 1 1 3 3 3 2 3 68

中級幹部科 1 1 1 1 1 1 1 1 13

学 上級幹部科 1 2

新任消防長研修 2

校 火災原因調査講習会 1 1 6

特殊災害講習会 3

無線通信教育
（平成３０年度より）

5 6 6 5 5 4 5 36

３年目研修
（令和４年度より）

3 4 3 3 13

救急救命士養成課程 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 37

指導救命士養成研修 1 1 1 1 1 1 6

備考　奈良県派遣時に奈良県費等で入校した者も含む数とする。

23

145

5

1

89

2
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3
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元
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６
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成
３
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１　防火対象物数

予防概要

防火対象物総数（事業所）は２,２５４件です。共同住宅の占める割合は対象物総数の約３１％
で、住宅都市である生駒市の現状を表しています。

2,227 2,222 2,240 2,255 2,254 

1,800

1,900

2,000

2,100

2,200

2,300

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

(件数)
過去５年間の防火対象物の推移

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

イ 劇 場 ・ 映 画 館 の 類

ロ 公 会 堂 ・ 集 会 場 13 13 13 13 13

イ キ ャ バ レ ー ・ ナ イ ト ク ラ ブ の 類

ロ 遊 技 場 ・ ダ ン ス ホ ー ル 6 7 5 5 5

ハ 性 風 俗関 連 特 殊営 業を営む店舗

ニ カ ラ オ ケ ボ ッ ク ス 等

イ 待 合 ・ 料 理 店 の 類

ロ 飲 食 店 76 95 97 102 98

百 貨 店 ･ マ ー ケ ッ ト の 類 106 102 102 108 105

イ 旅 館 ・ ホ テ ル の 類 12 11 11 11 12

ロ 共 同 住 宅 ・ 下 宿 の 類 697 677 686 689 690

イ 病 院 ・ 診 療 所 の 類 50 48 48 48 49

ロ 老 人 福 祉 施 設 の 類 34 37 35 37 38

ハ 老 人 デ ィ サ ー ビ ス セ ン タ ー 類 53 60 62 64 70

ニ 幼 稚 園 又 は 特 別 支 援 学 校 13 13 12 12 11

小 学 校 ・ 中 学 校 の 類 26 27 27 27 27

図 書 館 ・ 博 物 館 の 類 3 3 3 3 3

イ 特 殊 浴 場 の 類 1 1

ロ 公 衆 浴 場 の 類 2 2 2

車 両 の 停 車 場 の 類 10 10 10 10 10

神 社 ・ 寺 院 ・ 教 会 の 類 80 80 80 80 80

イ 工 場 ・ 作 業 場 166 152 154 152 155

ロ 映 画 ス タ ジ オ ・ テ レ ビ ス タ ジ オ

イ 自 動 車 車 庫 ・ 駐 車 場 12 14 14 15 15

ロ 航 空 機 の 格 納 庫

倉 庫 53 55 59 56 53

前 各 号 に 該 当 し な い 事 業 所 340 352 353 354 348

イ 複 合 用 途 防 火 対 象 物 （ 特 定 ） 279 267 274 276 277

ロ ( イ) 以外 の 複合 用 途防 火 対象物 187 188 184 183 185

重 要 文 化 財 等 の 建 造 物 7 7 7 7 7

延 長 50 ｍ 以 上 の ア ー ケ ー ド 2 2 2 2 2

2,227 2,222 2,240 2,255 2,254

７　　項

１８　　項

合                    計

３項

５項

８　　項

９項

１２項

４　　項

１４　　項

１５　　項

１６項

１７　　項

１０　　項

１１　　項

１３項

区 分 防 火 対 象 物

１項

６項

２項

過去５年間の防火対象物の推移
防火対象物数（事業所数）
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２　防火管理

３　消防用設備等点検結果報告状況

   消防用設備等の点検及び点検結果報告は、消防用設備等が災害発生時において有効に
機能するよう維持管理されなければならないことから、定期的に点検を実施して、その結果を
消防長又は消防署長に報告することが義務付けられています。
   点検は対象物の関係者等が行うこととされていますが、延べ面積１，０００㎡以上の対象物
及び特定一階段防火対象物には、有資格者による点検が必要とされ、また、点検報告は１年
に１回又は３年に１回の報告が定められています。

　 消防法では、多数の人が出入りする防火対象物の管理権原者に対し防火管理者を定め、防
火管理上必要な業務（火気の使用・取扱いの監督、建物・設備等の維持管理、従業員教育、自
衛消防訓練の実施、災害時の自衛消防活動など）を実施するよう義務付けています。
　 防火対象物総数(事業所)２,２５４件中、防火管理者必要対象物数(事業所)は６７１件で、防火
管理者が選任されている対象物数(事業所)は６６７件（９９．４％）となっています。

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

選任義務対象物 645 643 642 667 671

選任済対象物 577 584 599 654 667

選任率 89.5% 90.8% 93.3% 98.1% 99.4%

84.0%

86.0%

88.0%

90.0%

92.0%

94.0%

96.0%

98.0%

100.0%

102.0%

520

540

560

580

600

620

640

660

680

（選任率）（件数） 過去５年間の防火管理者選任状況

2,489 2,539 
2,613 2,647 2,683 

2,015 1,981 
1,976 

2,117 
2,285 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

過去５年間の消防用設備等点検結果報告状況

報告必要対象物数（棟別数） 報告済対象物数（棟別数）
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４　消防同意

　 建築物の防火安全の確保を図るために消防法第７条の規定に基づき、建築物の新築及び増
改築を行う場合は、消防長の同意を必要とします。
   これに基づき近年複雑多様化する建築物について、基本設計の段階から消防法令及び関係
法令の防火に関する審査及び指導を行っています。
   令和７年度中の同意件数は、３８件で前年度に比べ１４件減少しています。また、通知件数は
３７０件で前年度に比べ７７件減少しています。

同意 通知 同意 通知 同意 通知 同意 通知 同意 通知
イ
ロ
イ
ロ
ハ
ニ
イ
ロ 4 1 2 2 2

1 3 3 5
イ
ロ 6 6 13 7 5
イ
ロ 1 1 4 4 2
ハ 2 2 1 2 3
ニ

1 4

イ
ロ

3 3

イ 3 4 6 4 1
ロ
イ 1 1 1
ロ

1 1 3 3 2
9 2 6 1 7 6 4 5

イ 5 3 2 1 4
ロ 2 1 1

20 364 10 403 2 337 13 424 6 363
1 1

3 2
2 6 6 14 15 8 14 7
57 374 50 419 44 353 52 447 38 370

過去５年間の建築同意・通知件数

令和７年度

１　項

区  　分
令和６年度令和５年度令和４年度令和３年度

408
小 計
合 計

そ の 他

１３ 項

１６ 項

499397469431

２　項

９　項

仮 設 建 築 物

４　項

７　項
８　項

専 用 住 宅

１５ 項

５　項

１２ 項

１１ 項

１４ 項

併 用 住 宅

１７ 項
１８ 項

３　項

６　項

１０ 項

57 50 44 52 38 

374 
419 

353 

447 

370 

0

100

200

300

400

500

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

過去５年間の建築同意・通知の推移
同意 通知
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５　防火対象物の査察

　(1)査察実施状況

　(2) 市民の火災予防意識の浸透

消防署では、火災予防思想の普及を図り、火災の発生を防止し、高齢者を中心とする死者の
発生を減少させるとともに、財産の損失を防ぐことを目的として、春と秋の火災予防運動期間に
一般住宅及び一人暮らしの高齢者宅へ防火に関する調査を実施しています。その中で、住宅用
火災警報器の設置や日常点検の呼びかけ、異常があった場合や設置後10年を経過する場合
の取替え、消火器の使用方法や使用期限に関すること、自宅でできる火災予防対策などの防
火指導、防火に関する相談や非常時の対応についてお伝えしています。
 　令和７年度中の、一人暮らしの高齢者宅への防火調査件数は１，３９１件実施しました。

査察は防火対象物に立ち入り、その実態を把握するとともに防火対象物の位置、構造、設
備及び管理の状況を検査し、適切な指導を行い、火災危険を排除します。

また、関係者等に対して自主防火管理能力の向上を促し、人的及び物的に体制の強化を
図っています。

この査察の実施により、消防法令違反や火災予防上危険と認める事項がある場合には、
当該対象物の関係者等に対して是正するよう指示、指導するとともに違反処理の執行に努
めています。

事 業所
総 数

査察 実施
計 画 数

査 察
実 施数

事 業所
総 数

査察 実施
計 画 数

査 察
実 施数

事 業所
総 数

査察 実施
計 画 数

査 察
実 施数

イ
ロ 13 1 13 2 2 13 6 7
イ
ロ 5 1 1 5 5
ハ
ニ
イ
ロ 97 17 17 102 11 13 98 14 13

102 23 26 108 40 40 105 35 35
イ 11 9 6 11 1 1 12 4 5
ロ 686 31 31 689 32 32 690 32 34
イ 48 4 4 48 8 7 49 6 6
ロ 35 8 8 37 35 35 38 16 16
ハ 62 28 30 64 34 34 70 35 36
ニ 12 3 3 12 3 3 11 5 5

27 2 2 27 2 2 27 10 10
3 3 3

イ 1 1 1 1 1 1
ロ 2 2 2

10 2 2 10 1 1 10 1 1
80 1 1 80 80 1

イ 154 24 25 152 18 19 155 27 29
ロ
イ 14 1 1 15 2 2 15
ロ

59 12 12 56 3 4 53 3 3
353 20 20 354 16 16 348 16 16

イ 274 105 106 276 103 105 277 107 107
ロ 184 13 12 183 10 10 185 5 5

7 7 7 7 7 7 7 7 7
2 2 1 1 2 0 0

2,240 313 317 2,255 330 335 2,254 330 337

 　　　　　　区　分

用途別

令和５年度 令和６年度 令和７年度

1 項

2 項

3 項

4 項

5 項

6 項

7 項
8 項

9 項

10項
11項

12項

13項

14項
15項

16項

17項
18項

合 計

- 28 -



６　危険物施設

　危険物施設数は、令和７年３月３１日現在１１３施設となっています。
０施設別にみると地下タンク貯蔵所が３７施設（３２.７％）で最も多く、次に給油取扱所と一般
取扱所が２４施設（２１.２％）の順となっています。

製　造　所

貯　蔵　所 60 58 60 61 65

15 15 16 16 16

1 1 1 2 2

1 1 1 1 2

35 33 34 34 37

8 8 8 8 8

46 46 47 47 48

22 22 23 23 24

24 24 24 24 24

2(1） 2(1） 2(1） 2(1） 2(1）

22(5) 22(5) 22(5) 22(5) 22(5)

106 104 107 108 113

72 70 72 72 73

　　　　　うち( 　)は自家用給油取扱所

取　扱　所

給 油 取 扱 所

移 動 タ ン ク 貯 蔵 所

屋 外 貯 蔵 所

一 般 取 扱 所

屋 内 タ ン ク 貯 蔵 所

地 下 タ ン ク 貯 蔵 所

簡 易 タ ン ク 貯 蔵 所

事 業 所 数

　

屋 内 給 油 取 扱 所

屋 外 給 油 取 扱 所

販 売 取 扱 所

危 険 物 施 設 数

屋 外 タ ン ク 貯 蔵 所

屋 内 貯 蔵 所

 　 　　　　　　  　　　　年度別内訳

形態区分
令和７年度令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

106 104 
107 108 113 

72 70 72 72 73 

0

20

40

60

80

100

120

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

（件数）

過去５年間の危険物施設数と事業所数の推移

危険物施設数 事業所数
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７　危険物施設査察実施状況

年度当初
施設数

査察実施数
年度末
施設数

年度当初
施設数

査察実施数
年度末
施設数

年度当初
施設数

査察実施数
年度末
施設数

58 60 60 60 55 61 61 57 65

屋 内 貯 蔵 所 15 16 16 16 16 16 16 16 16

屋外タンク貯蔵所 1 1 1 1 1 2 2 2 2

屋内タンク貯蔵所 1 1 1 1 1 1 1 1 2

地下タンク貯蔵所 33 34 34 34 31 34 34 32 37

簡易タンク貯蔵所

移動タンク貯蔵所 8 8 8 8 6 8 8 6 8

屋 外 貯 蔵 所

46 47 47 47 46 47 47 47 48

一 般 取 扱 所 22 23 23 23 22 23 23 23 24

給 油 取 扱 所 24 24 24 24 24 24 24 24 24

販 売 取 扱 所

104 107 107 107 101 108 108 104 113合　　　　計

製  造  所

令和７年度令和６年度

貯  蔵  所

取  扱  所

令和５年度年度別状況

形態区分
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８　民間防火組織設置状況

   各種事業所等が加入する団体で、現在市内全域に消火器の街頭設置、市民に対する
広報活動等を行っています。

 　生駒市における防火協力団体は、主に次のような活動をしています。

   幼年の成長期に防火教育を行い、防火に対する自覚を養い、火災予防思想の普及啓
発活動を行っています。

街頭消火器

   火災の予防と火災による被害を最小限に止めるためには、消防機関のみでは限界があり
市民一人ひとりの防火に対する自覚、理解及び協力が必要です。

街頭広報（生駒市火災予防協会）

（2) 幼年消防クラブ

（1) 生駒市火災予防協会

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

生 駒 市 火 災 予 防 協 会 昭和54年10月20日 153 152 152 148 148

奈 良 佐 保 短 期 大 学 附 属
生駒幼稚園幼年消防クラブ

平成元年６ 月８ 日 180 142 160 157 147

エ ン ゼ ル 幼 稚 園
幼 年 消 防 ク ラ ブ

平 成 ６ 年 ７ 月 ４ 日 96 29 27 閉園 閉園

い こ ま こ ど も 園
幼 年 消 防 ク ラ ブ

平成８年10月18日 231 234 236 230 213

会 員 （ ク ラ ブ 員 ） 数
組 織 名 結 成 年 月 日
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　（１）防災に関する基本方針

　（２）防災対策
   ア  減災の考え方に基づく防災施策の推進

（ｱ）　防災拠点、緊急輸送道路を計画的に整備する
□　防災拠点における資機材等の整備　
□　緊急輸送道路上の橋梁の優先的な耐震化
□　防災拠点の代替機能の検討

（ｲ）　住宅の耐震化を推進し、地震に強いまちづくりを推進する
□　生駒市耐震改修促進計画の推進
□　耐震診断補助事業の実施
□　耐震改修補助事業の実施
□　耐震化に向けた啓発活動の継続

   イ　自助、共助、公助の役割分担による防災施策の推進
（ｱ）　自治会及び自主防災会の強化を推進し、地域の防災力を高める

□　自主防災会の結成促進・活性化
□　自主防災活動への男女共同参画の推進
□　防災意識の啓発、防災意識の普及
□　地区防災計画の策定支援

（ｲ）　企業防災を促進し、地域の防災力を高める
□　企業等の地域活動への参加促進
□　企業等の事業継続計画（ＢＣＰ）作成に関する支援
□　各種防災訓練に関する支援
□　優良企業表彰、企業等の防災に係る取組みの積極的評価

　ウ　災害から人命を守る防災施策の推進
（ｱ）　 避難体制を整備し、災害から市民を守る

□　浸水想定区域、土砂災害警戒区域等における警戒避難体制の整備
□　総合防災マップ等によるハザード及び指定避難所等の情報提供
□　避難情報発令の判断・伝達基準の明確化

防災対策

　 平成７年に発生した阪神・淡路大震災や平成２３年の東日本大震災は多くの甚大なる被害
をもたらしました。また、近年においては震災のみならず、ゲリラ豪雨等の自然災害による大
きな災害が発生しており、その態様も多様化、大規模化の傾向にあります。
　 本市では、震災での教訓を踏まえ、活断層や被害想定の調査等を実施するとともに、多種
多様化する災害に対応すべく防災対策について検討を重ね平成２８年４月１日に全面改定と
なる生駒市地域防災計画を策定いたしました。

　本市の防災は、災害対策基本法第２条の２に示される基本理念を踏まえるとともに、東
日本大震災の教訓を踏まえ、次に掲げる事項を基本としています。

１　生駒市地域防災計画

■ 減災の考え方に基づく防災施策を推進する

■ 自助、共助、公助の役割分担による防災施策を推進する

■ 災害から人命を守る防災対策を推進する

■ 大規模広域災害を想定した防災施策を推進する
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□　災害や避難に関する情報伝達手段の多様化
（ｲ）　災害時要援護者の避難支援体制を整備し、災害から災害時要援護者を守る

□　生駒市災害時要援護者避難支援プランの推進
□　福祉避難所の整備
□　災害時要援護者が参画する避難訓練の実施

（ｳ）　安全で快適な避難所を整備する
□　避難所として快適で安全な施設の整備
□　避難所の設備等の改善
□　避難所開設、運営マニュアルの作成
□　男女双方や災害時要援護者の視点に配慮した避難所環境の整備
□　避難所における新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策の平時からの検討・準備

　エ　大規模広域災害を想定した防災施策の推進
（ｱ）　自立的な災害対応力を強化する

□　動員体制や各職員の役割分担の明確化による災害対策本部の機能強化
□　市の業務継続計画（ＢＣＰ）の策定・運用
□　防災関係機関との連携強化

（ｲ）　広域災害に対応した自治体支援や被災者支援体制を整備する
□　他市町村との広域的な応援体制の確立
□　企業等との応援協力締結の推進
□　災害時帰宅困難者対策の実施
□　応援・受援計画の作成

抜粋〈生駒市地域防災計画（第４章　生駒市の防災に関する基本的な考え方）より〉

　（１）地震災害の被害想定
　 生駒市地域防災計画で被害を想定する
活断層型地震は、本市周辺における被害
地震の履歴及び活断層の分布を踏まえ、
生駒断層帯、矢田断層帯、奈良盆地東縁
断層帯とし、海溝型地震は、南海トラフ巨
大地震を想定地震としております。
   これらの地震からもっとも大きな被害が
予想される生駒断層帯の地震被害を防災
対策の目標とし、整備・推進に努めており
ます。

２　地震対策

- 33 -



  （２）応急救護活動用品の備蓄状況
　消防本部では阪神・淡路大震災及び東日本大震災を教訓とし、震災対策の一環として、
次のような応急救護用品を消防隊・消防団用として備蓄しています。

（震災対策）

数　　量 数　　量

56 3式

48 410

17 200

62 270

59 1式

56 1式

60 6

19 4

118  外傷処置用バッグ 20

10 1

68

8

6

6

10

20

20

3

 ﾄﾘｱｰｼﾞﾀｯｸﾞﾊﾞｯｸﾞ

チェーンソー

担　　架

金てこ（1800mm)

一輪車

簡易水槽（５ｔ）

かけや

のこぎり(300mm)

油圧ジャッキ

回転式油圧ジャッキ

強力ライト

救急箱

バール(900mm)  オイルフェンス

クリッパー パラメディックケース

パック毛布

 防水シート

のこぎり(340mm)  土のう袋

大ハンマ  エアーテント

アルミフレーム式テント

つるはし

スコップ  油吸着マット

フロアエアーマット

備蓄資機材一覧表（北分署保管）

（大規模集団事故他）

品　　　名 品      名
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３　消防活動体制

(1) 火災出動計画

(2) 消防活動車両の配置状況

普通消防ポンプ自動車 化学消防車

　 当市では１本部１署２分署を配置し、各種災害に対処するため、消防隊の専従性を取るとと
もに災害に応じた部隊を出動させ、災害による被害を最小限に防ぐ警防体制及び消防車両の
充実強化を図っています。

　　　　　  出動部隊

出動計画

出動 区分

指

揮

隊

消

防

隊

救

助

隊

救

急

隊

累

計
対 象 災 害 等

建 物 火 災
第 １ 出 動 1 4 1 6

出 動 計 画
第 ２ 出 動 2 2

中 高 層 建 物 火 災
第 １ 出 動 1 4 1 6

出 動 計 画
第 ２ 出 動 2 2

林 野 火 災
第 １ 出 動 1 4 1 6

出 動 計 画
第 ２ 出 動 2 2

車 両 火 災
第 １ 出 動 1 3 1 5

出 動 計 画
第 ２ 出 動 2 2

そ の 他 の 火 災
第 １ 出 動 1 3 1 5

出 動 計 画
第 ２ 出 動 2 2

第 ２ 阪 奈 各 種
出 動 計 画

　※　他災害で出動している場合は、出動隊数が減小することがあります。

　燃焼規模等に応じて第１～第２出動区
分で出動させる。

計 画 部 隊 数

　第２阪奈道路上の火災・救助・救急事
故等の災害に対し、迅速的確な消防活動
を実施するため、生駒市第２阪奈道路警
防計画に基づき出動させる｡

　一般的な住宅等の火災であり、燃焼規
模及び人命危険等に応じて第１～第２出
動区分で出動させる。

　燃焼規模及び人命危険等に応じて第１
～第２出動区分し、梯子車を全管内で出
動させる。

　燃焼規模等に応じて第１～第２出動区
分で出動させる。

　燃焼規模等に応じて第１～第２出動区
分し、必要により化学車を全管内出動さ
せる。

　　　　　署々別

車両別
本 署 北 分 署 南 分 署 合 計

指 揮 車 1  1
普通消 防ポンプ
自 動 車

1 1 1 3

水槽付 ポンプ車 1 1 2

化 学 消 防 車 1 1

は し ご 付 消 防

自 動 車
1 1

救 助 工 作 車 1 1 2

救 急 車 2 2 1 5
小型動 力ポンプ
付 積 載 車

2 1 3

資 器 材 搬 送 車 1 1

赤 バ イ 2 2

合 計 10 7 4 21
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４　消防水利の状況

５　市内中高層建物の状況

中高層建物とは、高さ１５ｍ以上を対象とした建築物で、消防活動上困難となる要因があり
ます。例えば、立地及び建築条件によっては、梯子車の接近及び架梯が不可能となり、消防
活動を行う上で困難が生じます。これらの要因を排除するため、調査や訓練を行い、防ぎょ計
画の作成に努めています。

消火活動に不可欠な消火栓・防火水槽・プール等は、総数３,６３６カ所あります。このうち消
火栓が２,９３６（約８０％）を占め、次いで防火水槽が５６７（約１６％）の順となっています。

これらの消防水利は年次計画に基づいて、設置・整備を図るとともに定期的に地理・水利調
査等を実施し適切な管理を行っています｡

　　　　　　　水利別

地区別
消 火 栓 防 火 水 槽 池 ・ プ ー ル 河 川 ・ そ の 他 合 計

北 地 区 1,054 202 57 8 1,321
中 地 区 1,239 264 27 10 1,540
南 地 区 643 101 23 8 775

総 数 2,936 567 107 26 3,636

消火栓, 2,936 

防火水槽, 567 
池・プール, 107 

河川・その他, 26 

３階 ４階 ５階 ６階 ７階 ８階 ９階 １０階
１１階

以上

建物数 542 143 172 26 28 7 2 2 9

542

143
172

26 28
7 2 2 9

0

100

200

300

400

500

600

中高層建物状況
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１　通信業務

通信概要

 　災害事案への迅速・的確な対応と消防活動への支援強化を図るため、平成２８年４月より生
駒市消防本部は、市民からの１１９番を受け付ける「消防指令センター」を奈良市消防局と統合
しました。高機能消防指令システムを導入し、発信地表示システム、自動出動指定装置、地図
等検索装置などの連携により、災害点の早期確定と出動指令、現場への情報支援を行うなどし
て、災害による被害の軽減や救急現場での救命率の向上を図っています。

※は奈良市・生駒市消防指令センターの設置数による。

種類

8 8

8 8

8 8

11 6 4 21

1 1

※順次指令装置　 （４回線） 1 1

※自動案内装置 （４回線） 1 1

1 1

発信地表示システム 1 1

20 20

3 3

2 2

5 5

3 3

7 1 1 9

4 2 2 8

57 12 11 80

3 3

3 3

14 8 5 27

15 8 5 28

（１回線） 1 1

1 1

1 1

2 1 1 4

防災行政無線システム 1 1

※FAX１１９

※NET１１９

放送設備

高機能消防
指令システム

(Ⅲ型)

専用電話回線

一般電話回線

加入電話

携帯電話

※Ｌｉｖｅ１１９

南分署

無線遠隔制御装置

※録音装置

固定・ＩＰ・携帯電話統合型

※火災専用（固定・IP・携帯）

指令音声伝送

市役所専用

計

※指令台（指揮台を含む）

※地図等検索装置

※自動出動指定装置

車両運用端末装置

内線電話

ホットライン

所属 消防本部
消 防 署

北分署

署所専用

消防専用
超短波無線機

基地局

移動局（車載・可搬）

移動局（携帯）

指令電送装置
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２　通信系統図

※ ◎は車両運用端末装置搭載車
車両運用端末装置は、高機能消防指令システムから、災害地点情報、出動指令情報や消防活動に必要な防

火対象物、 危険物などに関する各種支援情報を受信することができます。また、本装置には住宅地図、道路地
図を搭載、地図上に自車位置や他車位置の表示、消防水利情報と水利の予約状況を表示し確認することできま
す。

     

N指揮車　　◎ 番

通 A E急

指令車　　◎ 機動
第１分団119 緊

F

機動
第３分団携帯 装

機動
第２分団

報
通 X T（（

広報車

固定
原調車

・

報
・ 1 1

化学車　　◎
9 9

機動
第４分団

ポンプ車　◎

）

11

  無線電話
メディカル
センター

警察署

携帯電話

工作車　　◎

非常用ﾎﾟﾝﾌﾟ車　◎非常用ﾎﾟﾝﾌﾟ車　◎

データ通信

奈良市・生駒市
消防指令センター

(◎車両)梯子車　　◎

無線

非常用救急車◎　

関西電力
ッ斉

救急車　　◎

   無線ファクシミリ 大阪ガス救急車　　◎

作業車　　◎

ホ一 専 デ

      加入電話

 インターネット

IP 置

ポンプ車　◎

ラ令 話 通

用 丨
ト指

水道局

タンク車 　◎

信
ン

イ

電 タ

工作車　  ◎

消
防
本
部
･
消
防
署

南 北

積載車

救急車　　◎

救急車　　◎

分 分

阪神高速
道路公団

積載車　　◎

防災
行政無線

積載車　　◎

署 署

医療情報
e-MATCH

消

防

本

部

・

消

防

署

北

分

署

南

分

署

近鉄
生駒駅

連絡車

ポンプ車　◎

NEXCO
吹田管制室

タンク車 　◎

救急車　　◎
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３　１１９番通報受信状況

(1) １１９受信状況

(2) １１９受信状況の推移

令和７年受信総件数は８，１４４件で前年に比較して３４０件増加しています。１１９番通報の主
なものは、救急５，７４８件、火災３８件、救助１４８件、その他の災害９８件となっています。

１１９番通報の中には、本来の目的である火災や救急・救助・その他の災害の通報以外に問
い合わせ２４８件、いたずら・まちがい３９３件、その他１，４７１件と緊急性がないものが受信総
件数の２７．０％を占めています。

6,623 

7,904 

8,060 

7,804 

8,144 

6,400

6,600

6,800

7,000

7,200

7,400

7,600

7,800

8,000

8,200

8,400

令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年

問い合わせ いたずら まちがい その他

１月 4 567 10 7 36 2 29 107 762
２月 3 483 10 7 10 1 23 86 623
３月 9 456 10 7 20 5 35 144 686
４月 2 449 11 7 22 2 24 111 628
５月 2 452 14 9 22 0 33 141 673
６月 1 449 7 13 18 0 36 157 681
７月 2 472 7 10 27 0 37 110 665
８月 6 548 20 9 24 0 38 107 752
９月 1 491 10 11 7 1 41 100 662

１０月 2 433 8 8 21 0 27 140 639
１１月 2 449 22 3 16 2 32 136 662
１２月 4 499 19 7 25 1 24 132 711
合計 38 5748 148 98 248 14 379 1471 8144

合計
　　　区分
月

火災 救急 救助
その他
の災害

緊急性がないもの
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(3) １１９番通報種別割合

４　気象状況

区分

月 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％

１月 90 11.8% 432 56.7% 230 30.2% 10 1.3% 762

２月 101 16.2% 337 54.1% 181 29.1% 4 0.6% 623

３月 108 15.7% 365 53.2% 200 29.2% 13 1.9% 686

４月 82 13.1% 347 55.3% 190 30.3% 9 1.4% 628

５月 80 11.9% 408 60.6% 170 25.3% 15 2.2% 673

６月 112 16.4% 379 55.7% 182 26.7% 8 1.2% 681

７月 80 12.0% 396 59.5% 178 26.8% 11 1.7% 665

８月 94 12.5% 450 59.8% 192 25.5% 16 2.1% 752

９月 87 13.1% 377 56.9% 185 27.9% 13 2.0% 662

１０月 103 16.1% 330 51.6% 202 31.6% 4 0.6% 639

１１月 91 13.7% 368 55.6% 196 29.6% 7 1.1% 662

１２月 107 15.0% 387 54.4% 202 28.4% 15 2.1% 711

合計 1135 13.9% 4576 56.2% 2308 28.3% 125 1.5% 8144

ＮＴＴ固定 携帯 ＩＰ１１９ 他消防からの転送
合計

区分

月 平　均 最　高 最　低 平　均 最　高 最　低 平　均 最　高 月積算 １日の最多

1月 4.8 14.3 -1.9 70.3 99.0 28.8 2.2 19.9 19.0 11.5

2月 3.7 13.5 -3.5 70.0 99.8 26.1 2.5 20.9 18.5 6.0

3月 9.6 24.6 -1.8 72.5 99.6 25.6 2.3 25.2 74.0 18.0

4月 14.8 27.9 3.1 68.8 99.7 19.3 2.0 25.0 51.5 10.5

5月 19.0 30.6 7.2 74.7 99.9 16.7 2.1 17.2 178.0 50.5

6月 24.7 35.0 13.7 78.8 99.9 24.4 1.7 16.0 242.0 61.0

7月 29.7 39.1 22.8 76.0 99.5 38.5 1.8 18.4 81.5 37.0

8月 30.0 38.0 23.7 76.8 99.8 34.7 1.8 14.4 63.0 26.0

9月 27.0 36.1 17.5 79.1 99.9 32.5 1.7 16.4 112.0 28.5

10月 19.5 30.2 6.9 84.3 99.9 36.6 1.7 16.9 110.5 35.0

11月 11.7 20.5 3.4 79.5 99.9 39.3 1.5 14.2 25.0 14.5

12月 7.5 19.8 -1.6 79.2 99.8 33.5 1.9 22.1 48.5 21.5

気　温　（℃） 湿　度　（％） 風　速　（m/s） 雨　量　（mm）
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１　火災調査の目的及び調査体制

２　火災概要

(1) 出火状況

(2) 死傷者の状況

(3) 建物焼損面積と損害額の状況

(4) 出火率（人口１万人あたりの出火件数）

(5) 過去１０年間の火災の推移

火災調査

過去１０年間の平均では、火災件数は１８件、火災による死者０．６人、負傷者２．１人、損害
額２５，５７４，７千円となっています。

火災種別でみると、建物火災９件、林野火災０．６件、車両火災２．０件、その他の火災６．４
件となっています。

令和７年中の出火件数は、過去１０年間で最も多かった令和５年に比べ５件減少の１９件
で、過去１０年間の平均と比べ１件増加しています。
　 また、損害額は、過去１０年間の平均より１３，６８８千円減少しています。

火災調査の目的は、収集した基本資料をもとに、効果的な火災予防上の諸施策及び警防
対策を策定することです。

最近の火災の原因は、近年の都市化及び生活様式の変化並びに新開発機器の出現等に
より、複雑多様化しており、従来にない要因による火災事例が見られるなど、原因の究明に困
難をきたすケースが増加する傾向にあります。

また、社会的要望は裁判所・警察署・弁護士会等の機関からの照会だけでなく、平成７年に
制定された製造物責任法（ＰＬ法）による火災原因等の照会、情報公開制度及び個人情報保
護制度に基づく、火災調査結果の照会・開示請求が一段と進むことになりました。

このようなことから、今後ますます公正中立な立場で科学的・客観的に現場検証を実施し
て、出火原因の究明を行い、証拠資料としての価値がより高い火災調査書類の作成が求めら
れています。

これらに対応するため、消防本部では消防学校をはじめとする火災調査関係の研修等に積
極的に職員を派遣して、調査係員の資質の向上に取り組み、火災原因調査体制の充実を
図っています。

火災による死者は１人（自損）、負傷
者は１人で、前年と比べ死者１人増、負
傷者２人減となっています。

建物焼損面積は０㎡、全火災の損害額は１１，８８６千円で、前年と比べ焼損面積は１４２㎡
減少しています。損害額は２，３４８千円の減少となっています。

令和７年中の出火件数は１９件で、前年
より４件の増加となっています。

火災種別ごとにみると、建物火災５件(２
件減)、車両火災３件（１件増）、林野火災２
件（１件増）、その他の火災９件(４件増)と
なっています。

　 出火率は１．６３件/万人で、前年と比べ０．３５件増加しています。

建 物

５ 件

２６．３％

車 両

３ 件

１５．８％
林 野

２ 件

１０．５％

その他

９ 件

４７．４％

火災種別ごとの出火件数

出火件数
１９件

（１ ０ ０ ％）
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火災による死傷者数の推移

死者

負傷者

（人）
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(6) 出火原因別にみた火災発生状況

(7) 建物用途別にみた火災発生状況

建物火災の出火件数を火元建物の用途別にみると、一般住宅の火災が最も多く、全体の約６
０％を占めています。

総火災件数１９件のうち、たき火６件、こんろ（消し忘れ）２件、排気管（マフラー等）オイル付
着２件、電気機器（放置）１件、たばこ１件、放火１件、その他６件（無炎燃焼２件、野焼き中の
不始末２件、リチウムイオンバッテリー１件、裸火１件）となっています。１１１１１１１１１１１１１１
１１特に｢たき火｣が全体の３２％を占めて最多となっているほか、野焼き中の不始末を含めた
屋外での火気使用や、こんろの管理不備といった不注意に起因する火災が多く見受けられま
す。

共同住宅

１件

２０%

住 宅

３件

６０%

事業所

１件

２０%

建物用途別火災件数

出火件数
５件

（100％）

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

たき火

こんろ

排気管

たばこ

放火

電気機器

その他

6件

2件

2件

1件

1件

1件

6件

出火原因別の出火件数

(件)
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(8) 月別火災発生状況

(9) 地区別火災発生状況

月別火災発生状況をみると、火災の多い月は２、３月の４件でもっとも多く、次いで１、５、７、
１１月の２件となっています。

地区別火災発生状況をみると、北地区(北分署管内)８件、中地区(本署管内)８件、南地区
(南分署管内)３件となっています。 前年に比べ、北地区は１件増加、南地区が同数、中地区は
３件増加となっています。

共同住宅

１件

２０%

住 宅

３件

６０%

事業所

１件

２０%

建物用途別火災件数

出火件数
５件

（100％）

北地区 中地区 南地区

建物火災 2 2 1

林野火災 1 1 0

車両火災 1 1 1

その他火災 4 4 1

損害額 7,546 3,016 1,324

2 2

11 11 1 1

4 4

1

7,546

3,016

1,324

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000
北地区 中地区 南地区

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

地区別火災発生状況（件） （千円）
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１　救急業務の実施体制

(1) 救急隊数

(2) 救急隊員数

(3) 救急自動車

救急概要

救急隊は、令和８年４月１日現在、本署及び北分署に各２隊、南分署に１隊の計５隊を配
置しています。

救急自動車は、高規格救急車を６台保有しており、本署及び北分署に各２台、南分署に１
台配備するとともに、非常用救急車として南分署に１台配備しています。

救急隊員は、人命を救護するという重要
な任務に従事することから、救急業務に関
する講習(１３５時間以上)を修了した者等を
もって充てるようにしなければならないとさ
れています。

この資格を有する職員は、令和８年４月
１日現在、１３２名となっており、このうち７８
名が、救急隊員として救急業務に従事して
います。

また、救急救命士は、本署に１２名、南分
署に６名、北分署に１０名が配属され、２７
名の救急救命士が救急業務に従事してい
ます。

○高規格救急車
高規格救急車は、救急救命士の資格を有する救

急隊員が行う高度な応急処置をも含む、拡大され
た応急処置等を行うために必要な構造及び設備を
有する救急自動車です。

救急隊名 救急車型式

高規格救急車

高規格救急車

高規格救急車

高規格救急車
（非常用救急車）

高規格救急車

高規格救急車

北分署救急隊
（２隊）

本署救急隊
（２隊）

南分署救急隊

資格等（講習時間） 名

救急Ⅱ課程修了者

（１３５時間）＋（１１５時間）

救急標準課程修了者

（２５０時間）

救急救命士有資格者 38

救急隊員有資格者 132

救急隊員有資格者

56

38
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２　救急医療体制

(1) 初期救急医療体制

(2) 第二次救急医療体制

(3) 第三次救急医療体制

３　救急業務実施状況

(1) 救急出動件数及び搬送人員

初期救急医療体制としては、昭和５６年４月１日生駒市及び社団法人生駒市医師会との出
資により、救急医療を含めた地域包括医療体制を確立し、さらに公衆衛生活動をも実施する
ことを目的として財団法人生駒メディカルセンターが設立され、休日夜間応急診療所で休日、
土曜及び全夜間の内科系定点応急診療が実施されています。

また、内科系、外科系とも、一次応急体制の円滑な運営のため、市内の病院による二次後
送体制をひくとともに、昭和５８年１０月１日から大和郡山市との協定により、両市の病院に
よって二次患者を相互に受け入れを保障するための広域二次医療体制もひかれています。
現在は、市内３病院及び奈良市内２病院による病院輪番制により平日、土曜、休日の全日を
内科系と外科系に区分した２病院体制にて実施しています。

第二次救急医療体制として、奈良県は県立病院の充実を図るとともに、公的病院及び民
間病院の協力を得て広域的(奈良、東和、西和、中和、南和の各ブロックごと)に整備し実施し
ています。

　 第三次救急医療体制として、奈良県は昭和５７年９月２４日奈良県立奈良病院 救命救急セ
ンターを奈良市平松町に、平成２年５月３日奈良県立医科大学附属病院に救急棟(平成９年
４月１日救命救急センター、平成１５年９月１日高度救命救急センター)を開設しています。平
成３０年５月から奈良県立奈良病院を奈良市七条西町２丁目に新築移転後、奈良県総合医
療センター 救命救急センターと名称を変更し運用を開始しています。

令和７年中の救急出動件数は５,９７２件、搬送人員は５,７０７人で、前年と比べ出動件数は
２２５件増加し、搬送人員は２１０人増加しています。人口1万人当たりでは、約５１４件出動し
ており、市民約２０人に1人が救急隊によって搬送されたことになります。

区　分 メディカルセンター 市内３病院及び奈良市内２病院による病院輪番制

内科系（※一次、二次）

外科系（一次、二次）

平　 日　　午後１０時～翌朝　６時 平　 日　　午後　８時～翌朝　９時

土曜日　　午後　４時～翌朝　６時 土曜日　　午後　１時～翌朝　９時

日曜日　　午前１０時～翌朝　６時 日曜日　　午前　９時～翌朝　９時

※

診療科目

診療時間

内科系（一次）

内科系輪番当直病院は、各曜日の当直診療時間内でメディカルセンターの当直診療時間外の時間
帯については、内科系一次診療を行っています。
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(2) 事故種別・傷病程度別搬送状況

救急搬送人員は前年に比べ２１０人増加しています。事故種別でみますと急病が３,７２７人
(６５.３%)、一般負傷１,２１４人(２１.３%)、交通事故２６２人(４.６%)となっています。

また、傷病程度別でみると重症以上が４６４人(８.１%)、中等症２,６２０人(４５.９%)、入院加療
を必要としない軽症者は２,６２３人(４６.０%)となっています。

2,892

3,795 3,781 3,897 3,887

252

265 245 206 258

951

1,035 1,084 1,117 1,244 

496

563 479
527

583

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

令和３年中 令和４年中 令和５年中 令和６年中 令和７年中

出動件数

救急出動件数の推移

急病 交通事故 一般負傷 その他

４,５９１ ５,６５８ ５,５８９ ５,７４７ ５,９７２
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(3) 発生場所・年齢区分別搬送状況

（4) 地域別医療機関搬送状況
　 搬送先医療機関を地域別でみますと、市内が４,１５８人（７２.９%）で、次いで市内を除く県内が１,４２
８人（２５.０%）、大阪府が９６人（１.７%）、京都府が１４人（０.２%）、兵庫県が１１人（０.２%）の搬送となって
います。

　 救急搬送人員を発生場所別でみますと、一般住居３,７２６人(６５.３%)と最も多く、次いでスーパー、
学校、駅や公共施設等の公衆の出入りする場所１,２４９人(２１.９%)、道路において発生した交通事故
等が５６７人(９.９%)、事業所やその他の場所が１６５人（２.９％）となっています。
　 年齢区分別でみますと、満６５歳以上の高齢者が３,７８２人(６６.３%)と最も多く、満１８歳以上６５歳
未満の成人が１,３８８人(２４.３%)、少年や満７歳未満の乳幼児および新生児が５３７人(９.４%)となって
います。

大阪市

41人

(33.9%)

東大阪市

11人

(9.1%)

四條畷市

18人

(14.9%)

大東市

9人

(7.4%)その他大阪府内

17人

(14.0%)

精華町

8人

(6.6%)

木津川市

5人

(4.1%)

その他京都府

1人

(0.8%)

兵庫県

11人

(9.1%)

県外市町村別搬送状況

- 49 -



(5)　現場到着所要時間状況

(6)　収容所要時間状況

救急自動車による収容所要時間別搬送人員

救急自動車による現場到着所要時間別事故種別出動件数

   救急自動車による救急出動件数５,
９７２件ついて、救急事故覚知から現
場に到着するまでに要した時間をみ
てみますと５分未満が２０３件(３.４%)、
５分以上１０分未満が４,５３０件(７５.
９%)で全体の約７９.３%が１０分未満の
現場到着となっています。全出動の
平均現場到着時間は８.０分となって
います。

　 救急自動車による救急搬送人員
５,７０７人について、救急事故覚知
から医療機関に収容するまでに要
した時間をみてみますと、２０分未
満が１５３人(２.７%)、２０分以上３０
分未満が１,８１８人(３１.９%)で全体
の３４.５%が３０分未満の収容所要
時間となっています。

　　　　 現場着時間

　
事故種別

３分未満
３分以上

５分未満

５分以上

10分未満

10分以上

20分未満
20分以上 計 平均(分)

急 病 10 77 2,975 812 13 3,887 8.1

交 通 事 故 2 11 192 51 2 258 8.0

一 般 負 傷 2 33 924 277 8 1,244 8.2

そ の 他 2 66 439 75 1 583 7.3

合　計 16件 187件 4,530件 1,215件 24件 5,972件 8.0

　　　 収容所要時間

　
事故種別

10分未満
10分以上

20分未満

20分以上

30分未満

30分以上

60分未満

60分以上

120分未満
120分以上 計 平均(分)

急 病 0 92 1,176 2,263 194 2 3,727 36.0

交 通 事 故 0 7 81 161 13 0 262 35.7

一 般 負 傷 0 37 386 744 45 2 1,214 35.4

そ の 他 0 17 175 279 33 0 504 34.9

合　計 0人 153人 1,818人 3,447人 285人 4人 5,707人 35.7

大阪市

41人

(33.9%)

東大阪市

11人

(9.1%)

四條畷市

18人

(14.9%)

大東市

9人

(7.4%)その他大阪府内

17人

(14.0%)

精華町

8人

(6.6%)

木津川市

5人

(4.1%)

その他京都府

1人

(0.8%)

兵庫県

11人

(9.1%)

県外市町村別搬送状況
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４　応急手当普及啓発活動状況

普通救命講習（心肺蘇生法訓練）

　１１９番通報から救急隊が現場に到着するまでに要した時間は、令和７年中の平均で８.０
分、前年より０.１分遅くなっています。救急隊が現場に到着するまでに、傷病者の近くに居合
わせた市民の方が応急手当を実施することで、傷病者の救命率の向上が見込まれ、救命の
知識や技術を身に付けてもらうため、応急手当講習を学校や事業所等の団体の方や多くの
個人の方に対し平成６年から令和４年まで２，３１１回、５９，６７２名の方に受講していただき
ました。また消防フェスタなどのイベントの場をとらえて、すこしでも多くの方に応急手当を体
験していただき、必要性を知ってもらえるように広報にも努めております。令和５年以降は次
の表のとおりとなっています。

年別 講習回数 受講者数 講習回数 受講者数 講習回数 受講者数 講習回数 受講者数 講習回数 受講者数 講習回数 受講者数

令和
５年

117 970 1 4 16 331 7 56 2 168

令和
６年

64 584 2 16 21 358 2 4 2 9 3 703

令和
７年

87 983 2 11 31 449 1 4 2 7 8 1,044

累計 268 2,537 5 31 68 1,138 10 64 4 16 13 1,915

普通救命講習及び応急手当講習の実施状況

救命入門コース
応急手当普及員

講習Ⅰ
その他講習

普通救命講習

（実技救命講習含む）
上級救命講習

応急手当普及員

再講習
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１　救助業務の実施体制

(1) 救助隊及び救助隊員

(2) 救助工作車

　 令和７年中の救助出動件数は７９件、活動件数は６８件で前年と比べると出動件数
は２２件増加し、活動件数は３１件増加しています。
　 また、救助人員は６１人で前年より２６名増加しています。

救助概要

救助工作車は、救助工作車Ⅲ型１
台、救助工作車Ⅱ型１台の２台を保
有しています。

救助体制は、本署に特別救助隊、北分署に救助業務を兼任する消防隊を設置していま
す。救助業務を行う隊は、人命の救助に関する専門的教育(１４６時間以上)を受けた者を主
体に編成しています。特別救助隊は、人口１０万人以上の消防常備市町村には必ず設置す
ることとされており、平成２年１０月に発足しています。

特別救助隊は、平成７年６月に全国の消防機関相互による迅速な援助が行えるよう発足し
た緊急消防援助隊の救助部隊に登録されています。

○救助工作車Ⅲ型

救助工作車Ⅲ型は、震災等の大規模な災害にお
いて救助活動を行うために必要な高度救助用器具
（画像探索機、地中音響探知機、熱画像直視装置、
夜間用暗視装置等）を装備しています。

２　救助業務の実施状況

(1) 救助活動状況

救助隊名 隊員数 救助科修了者 救助工作車型式

本署特別救助隊 15 11 Ⅲ型

北分署兼任消防隊 12 8 Ⅱ型

計 27 19

- 52 -



(2) 事故種別救助活動状況

　 事故種別ごとに救助活動の状況をみると、最も多いのは建物等による事故が５５件、次い
でその他の事故が１２件、交通事故が１１件、ガス酸欠事故が１件になっています。

　 救助人員６１人の内訳は、建物等による事故が３４人と最も多く、次いで交通事故が１５
人、その他の事故が１１人、ガス酸欠事故が１人の順になっています。

2

7

5

4

8

3

3

8

5

1

1

2

1

10

1

0 5 10 15

その他の事故

破裂事故

ガス及び酸欠事故

建物等による事故

機械による事故

風水害等自然災害

水難事故

交通事故

建物火災以外

建物火災

事故種別症度別救助人員

死亡

重症

中等症

軽症

その他

10

1

47

10

12

1

55

11
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その他の事故

破裂事故

ガス及び酸欠事故

建物等による事故

機械による事故

風水害等自然災害

水難事故

交通事故

建物火災以外

建物火災

事故種別救助活動状況

出動件数

活動件数
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１　水防出動状況

２　その他の出動状況

その他の出動概況

   大雨による河川の洪水・氾濫等、水害の軽減、または未然に防ぐため、地域防災計画に基づき
水防活動に従事しています。
   例年、風水害は６～７月(梅雨時期)、９～１０月頃（台風多発時期）に多く発生することから、この
時期は特に、風水害の警戒体制を強化しています。
   また、これまでに発生した市内広域水害記録を参考に、河川改良工事が進められています。過
去５年の水防出動件数は年間平均約２件です。
   しかし、近年の異常気象から局地的集中豪雨発生等の水害に備え、今後も水防資器材の充実、
整備また気象警報発令時の警戒及びパトロールの実施、警戒体制の強化に努めています。
　

   災害出動の中には、水火災・救助・救急出動のほかに建物警戒・油処理警戒・その他警戒・ガ
ス漏れ警戒・救急支援等があります｡
　 これらは、大規模災害を未然に防ぐため､出動計画に定められています。

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

令和３年 3

令和４年 1

令和５年 2

令和６年 1 1

令和７年

3

1

2

1 1

0

1

2

3

4

5

水防出動状況
（件）

建物警戒 油処理警戒 その他警戒 ガス漏れ警戒 救急支援 搬送補助 ヘリ支援

令和３年 52 28 18 4 5 19 4

令和４年 59 32 8 1 9 18 5

令和５年 53 19 18 1 10 16 2

令和６年 42 16 16 3 5 40 3

令和７年 77 25 28 3 14 80 4

52
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その他の出動状況
（件）
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１　消防団の沿革

分団数

消防団員

消防ポンプ自動車

小型動力ポンプ

消防ポンプ自動車１台、機動第４分団に配備昭和４９年　

廃車消防ポンプ自動車を教材として市立南小学校に寄贈

小型動力ポンプ付積載車１台、機動第３分団に配備

　４月

　４月

１２月 消防ポンプ自動車１台、機動第１分団に更新配備

廃車消防ポンプ自動車を教材として市立生駒小学校に寄贈

消防ポンプ自動車１台、機動第２分団に更新配備

廃車消防ポンプ自動車を教材として市立生駒台小学校に寄贈

昭和４８年　

消防団の概要

勅令消防団令公布施行

生駒町消防団(８分団、団員２５０名)、南生駒村消防団(５分団、団員１５０名)北倭村消
防団(１０分団、団員３００名)３ヵ町村合計消防ポンプ自動車１台、手引消防ポンプ２２
台でそれぞれ発足

　４月

　８月　

生駒市消防団は、昭和２２年８月１日に生駒町消防団として、２５０名で発足、昭和３０年３
月１０日に町村合併に伴い南生駒村消防団と、昭和３２年４月１日には北倭村消防団とそれ
ぞれ統合を行いました。

昭和４２年１１月１日には、常備消防の設置に伴い、既存の２３分団、団員５００名から少数
精鋭を図って４機動分団、団員１５２名に再編成を行いました。

昭和４６年１１月１日に市制施行に伴い、その名称を生駒市消防団に改め、平成１４年６月
には初めて女性消防団員を採用し、団員１７０名となっておりましたが、平成２５年４月からは
本部機能を強化するため、団本部統括分団長の配置及び女性部を女性広報指導分団に昇
格等の組織改革を行い、団員数１９３名に増員し、現在に至っています。

消防団は、郷土愛護の精神に基づき地域に密着した防災活動機関として、中地区に機動第
１分団、機動第２分団、南地区に機動第３分団、北地区に機動第４分団を設置し、火災、水災
等の災害時においては、消防本部と連携して防災活動にあたるとともに、火災予防の指導を
行うなど地域防災上重要な役割を果たしています。

本市は、このように広範な活動を任務とする消防団の装備の充実、団員の処遇改善を図る
ほか、活性化対策を推進し魅力ある消防団づくりに取り組んでいます。

　３月昭和３２年　

消防組織法公布、消防は警察機構から分離、市町村の責任管理となる。

消防法公布、８月施行

昭和２２年　

生駒町、南生駒村合併(生駒町消防団に南生駒村消防団統合)

生駒町、北倭村合併(生駒町消防団に北倭村消防団統合)２５分団、団員５５０名消防
ポンプ自動車１台、手引消防ポンプ２４台

１２月　

昭和３７年　

生駒町消防団第３、４分団を第１分団に統合し、機動分団と改称(２３分団、団員数５２
０名、消防ポンプ自動車２台、手引動力ポンプ２０台、小型動力ポンプ４台)

　７月昭和２３年　

　３月

消防ポンプ自動車１台第８分団に配備、小型動力ポンプ４台 消防団に配備昭和３３年

昭和３０年　

　８月

１１月

昭和３９年　

消防団機構改革を実施(２３分団、団員５１５名を４分団、団員１５２名に編成)昭和４２年

４分団

消防ポンプ自動車１台 第２分団配備

消防ポンプ自動車１台 第２４分団配備、小型動力ポンプ２台消防団に配備

　３月

　５月

消防ポンプ自動車１台、機動第３分団に更新配備

４台

１台

市制実施特別措置法により市制実施に伴い、生駒市消防団に改称昭和４６年

昭和４３年　

１０月

　４月昭和３４年　

　９月

消防ポンプ自動車１台機動第４分団に配備

改革後の消防団の陣容

消防本部・消防団に消防庁長官より竿頭授を授与

１５２名

昭和４７年

昭和４４年　

１１月
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第１３回奈良県消防操法大会(小型ポンプの部)で、消防団(機動第１分団)準優勝

機動第２分団拠点施設新設

消防団長 芳野茂、奈良県消防協会副会長に就任

機動第２分団、消防ポンプ自動車(トヨタランドクル－ザ－ＢＤ-Ⅰ型)更新配備

第６回奈良県消防操法大会(ポンプ車の部)で消防団(機動第２分団)優勝

消防団長 中本勲、奈良県消防協会副会長に就任

小型動力ポンプ付積載車１台、機動第４分団に配備

機動第３分団屯所開設(小瀬町１０番 消防署南分署併設)

機動第２分団消防ポンプ自動車(三菱キャンター４ＷＤ ＣＤ－Ⅰ型)更新配備(県費補助
金事業)

防水型簡易業務無線機６基団本部各分団更新配備

団本部車(トヨタクラウン)団本部更新配備　３月平成１６年　

機動第１分団消防ポンプ自動車(日野デュトロ４ＷＤ ＣＤ-Ⅰ型)更新配備(国庫補助金
事業)

機動第３分団、消防ポンプ自動車(イスズエルフ４ＷＤ ＣＤ-Ⅰ型)更新配備

機動第１分団、水槽付ポンプ自動車(イスズフォワード水Ⅰ―Ａ型)更新配備

　９月

機動第４分団拠点施設新設

消防団の定数及び配置編成(定数１７０名に増員)

女性消防団員１３名団本部に配置

　４月

　６月

１１月

消防団長 芳野茂、奈良県消防協会副会長に再任　４月

機動第４分団、消防ポンプ自動車(トヨタランドクル－ザ－)更新配備

１１月 機動第１分団及び第２分団、全自動小型動力ポンプ付積載車(日産アトラス)更新配備

平成１３年　

　

日本消防協会から竿頭綬受章

機動第４分団、全自動式小型ポンプ付積載車(日産アトラスＢ－３級)更新配備１０月平成　４年

平成 元年　

　３月

機動第４分団、消防ポンプ自動車(日産サファリ)更新配備

機動第３分団小型動力ポンプ付積載車(日産アトラス)更新配備　１月

　３月

　８月

　

第12回奈良県消防操法大会(ポンプ車の部)で、消防団(機動第４分団)準優勝

機動第４分団庄田ポンプ自動車格納庫内に、無線起動遠隔地サイレン吹鳴装置を設
置

機動第１分団、消防ポンプ自動車(日産サファリＢＤ-Ⅰ型)を更新配備　２月昭和６３年　

　８月　

消防団長 中本勲、奈良県消防協会副会長に再任

消防団、日本消防協会長から特別表彰「まとい」受賞

　７月昭和６２年　

１１月　

昭和６１年　　２月

機動第１分団水槽付ポンプ自動車(日産ディ－ゼルⅠ－Ａ型)、機動第３分団ポンプ自
動車(トヨタランドクル－ザ－ＢＤ-Ⅰ型)更新配備

　８月　

第１０回奈良県消防操法大会(ポンプ車の部)で消防団(機動第２分団)優勝　９月　

１０月　 第９回全国消防操法大会(ポンプ車の部)に消防団(機動第２分団)出場、県下初の入
賞、日本消防協会長から優良楯及び竿頭綬受章

日本消防協会から小型動力ポンプ付積載車寄贈、消防団本部に配備

機動第１分団屯所に無線起動遠隔地サイレン吹鳴装置を設置

１２月　 元町１丁目１２番１６号に機動第１分団屯所移転(旧消防本部庁舎を改修)

　

　６月昭和５９年　

消防団、定員を１５７名に増員(１分団３５名、２分団３０名、３分団４０名、４分団５０名)

　５月

　２月

昭和５１年　

　８月

　７月

昭和５０年　

　

第６回奈良県消防操法大会優勝に伴い、消防庁長官から消防団優勝旗受賞

　５月

　４月

　

　

１０月

昭和５８年　 山崎町４番１０号に消防本部新築移転、団本部併設

小型動力ポンプ付積載車１台、機動第２分団に配備

小型動力ポンプ付積載車１台、機動第２分団に配備

水槽付消防ポンプ自動車１台(イスズＴＸＧ１０カイ)機動第１分団に配備

消防団、日本消防協会長から竿頭綬受章

消防ポンプ自動車(トヨタＦＪ５６Ｆ)、機動第４分団に更新配備　９月昭和５３年　

第５回全国消防操法大会(ポンプ車の部)にて消防団(機動第２分団)奈良県代表として
出場

平成　２年　

昭和５４年

　９月

平成１４年　

　

　

平成１５年　

昭和５５年　　３月

　

１０月

　７月

１２月

平成　３年　１０月

平成　８年

平成１０年　

- 56 -



LEDバルーン投光器３器、機動第１・第２・第４分団に配備[コミュニティ助成事業]

機動第２分団消防ポンプ自動車（トヨタダイナ２WD ３．５ｔ CD-Ⅰ型）更新配備（ふるさ
と生駒応援寄付充当車両）

　８月

　９月

令和　６年

　５月 消防団長 松本淳、奈良県消防協会長に就任

機動第１分団消防ポンプ自動車（日野デュトロ２WD AT CD-Ⅰ型）更新配備（消防力強
化支援事業補助金）

令和　５年 　２月

デジタル小電力無線機２０機、機動第１・第２・第３・第４分団に配備

[消防団設備費補助金（消防団救助能力向上資機材緊急整備事業）]

機動第３分団消防ポンプ自動車（トヨタダイナ２WD ３．５ｔ CD-Ⅰ型）更新配備（ふるさ
と生駒応援寄付充当車両）

　１月

　５月

　６月

防火服２５着、機動第１分団及び第２分団に配備

活動服１９３着、団本部及び機動第１・第２・第３・第４分団・女性広報指導分団に配備

防火服２８着、団本部及び機動第３・４分団に配備

平成２９年　　３月 機動第４分団拠点施設新設（旧消防署北分署跡地）

平成２８年　　２月 ヘルメット１７５個更新配備[コミュニティ助成事業]

１２月 MCA携帯型無線機２６機、団本部及び機動第１・第２・第３・第４分団に配備

平成２６年　　２月 生駒市消防団　消防庁長官　地域活動表彰及び総務大臣　感謝状を受賞

機動第２分団４０名（１０名増員）

機動第１分団４０名（５名増員）

女性部を女性広報指導分団に昇格（７名増員）

消防団の定数及び組織改革により定数１９３名に増員

団本部に統括分団長１名を配置

機動第３分団拠点施設新設(旧消防署南分署改修)

　５月

日本消防協会（平成２０年度共済事業車両交付）から防災活動車（軽四輪 日産クリッ
パー４ＷＤ ＡＴ）消防団に寄贈

平成２１年　

平成２２年　

消防団長 芳野茂、奈良県消防協会長に就任(再任)

消防団長 芳野茂、近畿地区消防協議会会長に就任(再任)

機動第１分団拠点施設新設（旧第４別館建替工事）

機動第１分団及び第２分団小型動力ポンプ付積載車（日産アトラスＢ－３級）更新配備
（県費 消防力強化支援事業補助金)

　１月平成２１年　

１２月

　４月

　３月

　５月

消防団長 芳野茂、奈良県消防協会長に就任(２年任期)

消防団、日本消防協会長から竿頭綬受章

消防団長 芳野茂、近畿地区消防協議会会長に就任(２年任期)

　

　

平成２０年　

消防団長 芳野茂、日本消防協会代議員に就任

　４月

生駒市消防団、消防庁長官から消防団地域活動表彰受賞

　７月

　

消防団長 芳野茂、日本消防協会副会長に就任(２年任期)

機動第４分団消防ポンプ自動車(イスズエルフ４ＷＤ ＣＤ―Ⅰ型)更新配備　３月 

　

　

防水型簡易業務無線機８基団本部各分団更新配備　５月　

平成１８年　　３月

防水型簡易業務無線機４基機動第４分団に配備

消防団長 芳野茂、日本消防協会副会長に就任(再任)

防水型簡易業務無線機３基機動第４分団に配備

機動第４分団小型動力ポンプ付積載車(イスズエルフＢ－３級)更新配備（総務省消防
庁から貸与）

　８月

１２月

　８月 第２７回奈良県消防操法大会（小型ポンプ操法の部）で消防団（機動第４分団）準優勝

平成３０年

平成２５年　　４月

機動第３分団小型動力ポンプ付積載車(トヨタダイナＢ－３級)更新配備

機動第４分団消防ポンプ自動車(イスズエルフ４ＷＤ ＣＤ―Ⅰ型)更新配備

平成３１年 　３月 「生駒市消防団応援の店」事業を開始

平成１９年　　２月

１１月 機動第１分団消防ポンプ自動車（トヨタダイナ２WD ３．５ｔ CD-Ⅰ型）更新配備（ふるさ
と生駒応援寄付充当車両）

令和　２年 　８月 LEDバルーン投光器１器、機動第３分団に配備

[消防団設備整備費補助金（消防団救助能力向上資機材緊急整備事業）]

令和　３年

１１月

１０月
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２　消防団の組織と管轄区域

生駒市消防団は、団本部と４つの機動分団、女性広報指導分団に分かれて市内を管轄して
います。
各機動分団の管轄区域は、次の小学校区を区域としています。

機動第１分団  生駒小学校区、生駒東小学校区、桜ヶ丘小学校区

機動第２分団  生駒台小学校区、俵口小学校区

機動第３分団  生駒南小学校区、壱分小学校区、生駒南第二小学校区

機動第４分団  生駒北小学校区、真弓小学校区、鹿ノ台小学校区、あすか野小学校区

鬼取町

小倉寺町

大門町

有里町

小瀬町 真弓１～４丁目

真弓南１～２丁目

西白庭台１～３丁目

萩の台１～５丁目

萩の台 あすか台

北大和１～５丁目

辻町

機動第１分団 機動第２分団 機動第３分団

俵口町

山崎町

消　防　団　本　部

団　長

副　団　長

統　括　分　団　長

谷田町

東新町

北新町

山崎新町

本町

元町１～２丁目

桜ヶ丘

東生駒１～４丁目

東菜畑１～２丁目

東生駒月見町

中菜畑１～２丁目

東旭ヶ丘

西旭ヶ丘

新旭ヶ丘

門前町

軽井沢町

光陽台

生駒台南

さつき台１～２丁目

翠光台

萩原町

西畑町

藤尾町

喜里が丘１～３丁目

東松ヶ丘

西松ヶ丘

松美台

南田原町

北田原町

小明町

小平尾町

生駒台北

新生駒台

白庭台１～６丁目

高山町

鹿畑町

鹿ノ台東１～３丁目

鹿ノ台西１～３丁目

鹿ノ台南１～２丁目

鹿ノ台北１～３丁目

緑ヶ丘

東山町

乙田町 あすか野南１～３丁目

あすか野北１～３丁目

ひかりが丘１～３丁目

西菜畑町

菜畑町

仲之町

市内全域

女性広報指導分団機動第４分団

壱分町

美鹿の台

南山手台

上町

上町台

青山台
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３　主力機械配置表

４　団員定員・実員配置状況

５　所属別在職年数

所　　属 年式　ポンプ等級

消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ(ＳＴ) FR Ｒ５年　Ａ－２

消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ FR Ｒ６年　Ａ－２

小型動力ポンプ付積載車 FR ２０年　Ｂ－３

消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ FR Ｒ５年　Ａ－２

小型動力ポンプ付積載車 FR ２０年　Ｂ－３

消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ FR R３年　Ａ－２

小型動力ポンプ付積載車 FR １６年　Ｂ－３

消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ ４WD(PT) １９年　Ａ－２

消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ ４WD(PT) １８年　Ａ－２

小型動力ポンプ付積載車 ４WD(PT) ２２年　Ｂ－３

機動第４分団

機動第１分団

機動第２分団

機動第３分団

（令和８年４月１日現在）

機　　械　　名

階級

所属区分

定               員 193

実               員 192

本               部 1 2 1 4

機 動 第 １ 分 団 1 1 2 8 28 40

機 動 第 ２ 分 団 1 1 2 8 28 40

機 動 第 ３ 分 団 1 1 2 8 27 39

機 動 第 ４ 分 団 1 1 2 11 35 50

女性広報指導分団 1 1 1 4 12 19

計 1 2 6 5 9 39 130 192

192

部長 班長 団員団　長 副団長 分団長 副分団長

（令和８年４月１日現在）

193

計

５年以上 １０年以上 １５年以上 ２０年以上 ２５年以上 ３０年以上

５年未満 ３５年以上

１０年未満 １５年未満 ２０年未満 ２５年未満 ３０年未満 ３５年未満

本　　　　部 4 1 1 2

機動第１分団 40 9 5 13 9 2 1 1

機動第２分団 40 2 9 13 8 3 3 1 1

機動第３分団 39 6 9 5 11 6 1 1

機動第４分団 50 9 11 16 9 4 1

女性広報指導分団 19 11 4 4

合　　　　計 192 37 38 52 37 15 4 5 4

※ 1日で在職した月の合計で計算、他消防団在職を含む。

　　　　在職年数別
　
分団別

計

（令和８年４月１日現在）
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６　階級別年齢状況
（令和８年４月１日現在）

　階級別

年齢別

合　　計 192 1 2 6 5 9 39 130
平均年齢 47.4 67.0 60.5 56.3 51.0 52.8 51.5 44.9
１８歳未満

１８歳

　１９歳

２０歳 3 3
２１歳

　２２歳 1 1
　２３歳

　２４歳

　２５歳 2 2
　２６歳 1 1
　２７歳 2 2
　２８歳

　２９歳 2 2
　３０歳

　３１歳 1 1
　３２歳 2 2
　３３歳 1 1
　３４歳 6 6
　３５歳 3 3
　３６歳 2 2
　３７歳 2 2
　３８歳 1 1
　３９歳 4 4
　４０歳 4 1 3
　４１歳 6 6
　４２歳 1 1
　４３歳 6 2 4
　４４歳 11 1 10
　４５歳 9 1 2 6
　４６歳 9 1 2 6
　４７歳 5 1 4
　４８歳 8 2 6
　４９歳 9 1 1 7
　５０歳 10 2 8
　５１歳 17 1 3 3 10
　５２歳 8 1 3 4
　５３歳 13 1 9 3
　５４歳 7 1 5 1
　５５歳 4 1 1 1 1
　５６歳 5 1 3 1
　５７歳 3 1 2
　５８歳 7 1 1 1 1 3
　５９歳 5 5
　６０歳 1 1
　６１歳 2 2
　６２歳 2 1 1
　６３歳 2 1 1
　６４歳

　６５歳 1 1
　６６歳 1 1
　６７歳 2 1 1
　６８歳

　６９歳 1 1
　７０歳

　７１歳

　７２歳

　７３歳

　７４歳

　７５歳

　７６歳

副

分

団

長

部

　
長

班

　
長

団

　
員

合

計

団

　
長

副

団

長

分

団

長

3

1

2

1

2

2

1

2

1

6

3

2

2

1

4

4

6

1

6

11

9

9

5

8

9

10

17

8

13

7

4

5

3

7

5

1

2

2

2

1

1

2

1

5 10 15 20
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７　教養・研修状況

(1) 学校教育の状況

(2)主な訓練等実施状況

消防団員教育については、奈良県消防学校等における各教育課程や目的等に応じた研修を
実施して資質の向上に努めています。

また、各種行事訓練等についても積極的に参加し、技術の錬磨、士気の高揚を図っていま
す。

年度別
27 28 29 30 元 2 3 4 5 6 7
年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年
度 度 度 度 度 度 度 度 度 度 度

種　別

1

中級幹部科

現場指揮課程 1 2 1 1 1 4 2 3 3 3

分団指揮課程 1 1 1 1 1 5 3 2 2 1

初級幹部科 1 1 1 1 1 4 4 4 4 4

専科教育 機関科 2 1 2 2 2 4 3 2 3 3

6 5 6 5 6

4 4 4 4 3 4 4

8 7 6 2 2 2

4 2 4

消防大学校　消防団長科

幹部教育 指揮幹部科

基礎教育（平成１６年度より）

特別教育（自然災害対応教育）

特別教育（１日入校）女性部

消
防
学
校

その他（講習会）

名　　　　　　　　　称 実　　　施　　　日 実　　施　　場　　所 参加人員

消防団礼式部隊訓練 令和7年4月20日 生駒市高山Ｓ.C.体育館 102

第27回生駒市消防操法大会 令和7年7月13日 生駒小学校グラウンド 122

第69回生駒市消防署・消防団合同総合訓練 令和8年3月1日 俵口小学校グラウンド 74

（令和７年度）

- 61 -



消防年報（令和７年版）

刊行 令和８年７月

生駒市消防本部

編集 生駒市消防本部警防課

〒630-0252

生駒市山崎町４番１０号

ＴＥＬ０７４３－７３－０１１９

ＦＡＸ０７４３－７３－０１１１


	表紙等【山林火災】
	(1～24)総務課1(生駒市概要）②
	(25～31)予防課1②
	(32～34)警防課1（防災対策）
	(35～36)年報（署警備）
	(37～41)（通信）②
	(42～45)火災調査（署予防）②
	(46～50)警防課2（救急）
	(51)警防課2（応急手当）
	(52～53)（署救助）
	(54)水防（署警備）
	(55～61最終)総務課2( 消防団)
	発刊元（１頁目）

